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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第115期 第116期 第117期 第118期 第119期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

営業収益（百万円） 56,567 53,447 52,772 53,678 53,245

経常利益（百万円） 2,018 1,957 2,779 3,790 3,482

当期純利益（百万円） 454 821 917 1,095 1,029

純資産額（百万円） 21,419 21,983 23,269 24,038 23,700

総資産額（百万円） 90,114 93,092 100,900 99,337 97,983

１株当たり純資産額（円） 192.03 197.16 208.59 213.21 211.89

１株当たり当期純利益(円） 4.03 7.30 7.97 9.83 9.24

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
─ ─ ― ― ―

自己資本比率（％） 23.8 23.6 23.1 23.9 24.1

自己資本利益率（％） 2.2 3.8 4.1 4.7 4.3

株価収益率（倍） 61.01 33.54 42.28 34.99 35.17

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
7,411 8,957 3,236 3,686 3,436

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△2,214 △5,544 △2,370 △3,777 △813

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△2,140 △4,560 △1,776 △1,232 △3,704

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
9,791 8,643 7,733 6,385 5,303

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］

（人）

2,128

[1,007]

2,059

[1,016]

2,037

[995]

1,977

[903]

1,977

[1,013]

　（注）１．営業収益には、消費税は含まれていない。

２．「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式がないため記載していない。

３．第118期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用している。 
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第115期 第116期 第117期 第118期 第119期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

営業収益（百万円） 20,575 19,649 19,644 21,141 21,068

経常利益（百万円） 1,648 1,473 2,434 3,338 2,910

当期純利益（百万円） 331 409 709 857 951

資本金（百万円） 10,090 10,090 10,090 10,090 10,090

発行済株式総数（千株） 111,652 111,652 111,652 111,652 111,652

純資産額（百万円） 20,235 20,385 21,475 21,714 21,513

総資産額（百万円） 69,675 72,199 80,013 78,467 79,418

１株当たり純資産額（円） 181.45 182.88 192.53 194.98 193.28

１株当たり配当額

（内、１株当たり中間配当

額）（円）

2.00

(－)

2.00

(－)

4.00

(2.00)

5.00

(2.00)

4.00

(2.00)

１株当たり当期純利益（円） 2.97 3.68 6.15 7.70 8.55

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
─ ─ ─ ― ―

自己資本比率（％） 29.0 28.2 26.8 27.7 27.1

自己資本利益率（％） 1.7 2.0 3.4 4.0 4.4

株価収益率（倍） 82.86 66.66 54.80 44.68 38.01

配当性向（％） 67.4 54.3 65.0 64.9 46.8

従業員数（人） 1,027 993 967 954 956

　（注）１．営業収益には、消費税は含まれていない。

２．「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式がないため記載していない。

３．第118期の１株当たり配当額には、創立１００周年記念配当1円が含まれている。
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２【沿革】

年月 事項

明治40年７月 兵庫電気軌道株式会社（兵庫～明石間）設立（資本金200万円）。

大正８年８月 神戸姫路電気鉄道株式会社（明石～姫路間）設立（資本金500万円）。

大正８年12月 株式会社大阪電機工業所（現山電サービス株式会社）設立（資本金100万円）。

昭和２年１月 宇治川電気株式会社が兵庫電気軌道株式会社を買収合併。

昭和２年４月 宇治川電気株式会社が神戸姫路電気鉄道株式会社を買収合併。

昭和３年２月 明石土地建物株式会社（現株式会社山陽交通社）設立（資本金50万円）。

昭和３年８月 兵庫～姫路間直通運転開始（56.9㎞）。

昭和８年６月 宇治川電気株式会社電鉄部が分離独立し、山陽電気鉄道株式会社（資本金3,000万円）を神戸市に

設立。

昭和11年５月 乗合自動車運送事業営業開始。

昭和24年５月 大阪証券取引所に上場。

昭和25年４月 貸切自動車事業営業開始。

昭和27年２月 株式会社山陽百貨店設立（資本金3,750万円）。

昭和28年７月 株式会社山陽百貨店開業。

昭和32年９月 須磨浦普通索道（須磨浦公園～鉢伏山上間0.4㎞）営業開始。以後山上一帯に遊園施設を逐次完成。

昭和35年11月 山陽タクシー株式会社設立（資本金1,000万円）。

昭和38年11月 株式会社舞子ホテル設立（資本金500万円）。

昭和40年12月 神姫交通株式会社（現大阪山陽タクシー株式会社）の全株式を取得。

昭和43年４月 神戸高速鉄道へ乗り入れ、阪神電鉄・阪急電鉄と相互乗り入れ運転開始し、同時に兵庫～西代間（

2.2㎞）の路線を廃止。

昭和49年１月 株式会社山陽友の会設立（資本金1,000万円）。

昭和51年10月 株式会社サンヨーマート設立（資本金4,000万円）。

昭和51年11月 山電フードサービス株式会社（現山商株式会社）設立（資本金1,000万円）。

昭和52年６月 山電興業株式会社（現株式会社山陽フレンズ）設立（資本金1,000万円）。

昭和61年３月 山電不動産株式会社設立（資本金2,000万円）。

昭和62年２月 山陽アメニティサービス株式会社設立（資本金1,000万円）。

昭和62年２月 山陽デリバリーサービス株式会社設立（資本金1,000万円）。

昭和63年４月 第２種鉄道事業（西代～阪神元町及び阪急三宮間7.2㎞）営業開始。

平成元年７月 須磨浦遊園株式会社設立（資本金2,000万円）。

平成３年４月 高速バス神戸～立川線運行開始。

平成３年５月 姫路再開発ビル株式会社設立（資本金5,000万円）。

平成４年２月 山電流通株式会社設立（資本金2,000万円）。

平成４年２月 株式会社日本ワークシステムの全株式を取得（資本金5,000万円）。

平成４年４月 株式会社山電情報センター設立（資本金2,000万円）。

平成７年１月 阪神大震災により全線運転中止（８月13日全線復旧）。

平成10年２月 阪神梅田～山陽姫路間で直通特急の運転開始。

平成10年４月 淡路・徳島方面高速バス４路線運行開始。

平成11年10月 「スルッとＫＡＮＳＡＩ」に参入（フェアライドシステム導入）。

平成12年２月 株式会社キャリアネット設立（資本金3,000万円）。

平成15年９月 株式会社山陽エージェンシー設立（資本金2,000万円）。

平成16年６月 株式会社神戸山陽バス設立（資本金8,000万円）。

平成18年７月 ＩＣカードシステム「ＰｉＴａＰａ」導入。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社20社及び関連会社１社で構成され、その営んでいる主要

な事業内容は、次のとおりである。

(1)運輸部門　（５社）

事業の内容 会社名

鉄道事業 当社

自動車事業 当社、㈱神戸山陽バス(Ａ)(Ｂ)

索道事業 当社

タクシー業 大阪山陽タクシー㈱、山陽タクシー㈱

貨物運送業 山陽デリバリーサービス㈱

(2)流通部門　（４社）

事業の内容 会社名

百貨店・ストアー業 ㈱山陽百貨店(Ａ)、㈱山陽友の会、㈱サンヨーマート(Ａ)

売店業 ㈱山陽フレンズ(Ａ)

(3)不動産部門　（５社）

事業の内容 会社名

不動産賃貸業
当社、大阪山陽タクシー㈱、山陽タクシー㈱、山電不動産㈱(Ａ)(Ｂ)、山陽ア

メニティサービス㈱

不動産分譲業 当社、山電不動産㈱(Ａ)(Ｂ)

(4)レジャー・サービス部門　（７社）

事業の内容 会社名

遊園事業 当社、須磨浦遊園㈱(Ａ)

旅行・広告代理業 当社、㈱山陽交通社(Ａ)、㈱山陽エージェンシー(Ａ)

ホテル業 ㈱舞子ホテル(Ａ)

飲食業 当社、大阪山陽タクシー㈱(Ａ)、山商㈱(Ａ)(Ｂ)

(5)その他部門　（9社）

事業の内容 会社名

ビル管理・営業管理業
姫路再開発ビル㈱※、須磨浦遊園㈱(Ｂ)、山電流通㈱(Ａ)、山電不動産㈱

(Ａ)(Ｂ)

情報処理業 ㈱山電情報センター(Ａ)(Ｂ)

設備の保守・整備・工事業 山電サービス㈱(Ａ)(Ｂ)、山陽アメニティサービス㈱(Ａ)(Ｂ)

一般労働者派遣業・請負業 ㈱日本ワークシステム(Ａ)(Ｂ)、㈱キャリアネット

　（注）１．全子会社を連結している。

２．※は関連会社（持分法適用）である。

３．上記部門の会社数には、当社、大阪山陽タクシー㈱、山陽タクシー㈱、須磨浦遊園㈱、山電不動産㈱及び山陽ア

メニティサービス㈱が重複して含まれている。

４．当社は(Ａ)の会社に対し施設の賃貸を行っている。

５．当社は(Ｂ)の会社に対し業務の委託を行っている。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

役員の
兼任等
（人）

資金援助
(百万円)

営業上
の取引

設備の賃貸借

（連結子会社）         

㈱山陽百貨店
兵庫県

姫路市
405 百貨店業 54.1 兼任３ ―

商品の購

入

土地・建物の

賃貸借

山商㈱
神戸市

長田区
90 飲食業 100.0

兼任３

出向３
─

店舗業務

委託

土地・建物の

賃貸

㈱神戸山陽バス
神戸市

垂水区
80 自動車業 100.0 出向６ ─

案内業務

委託

建物・車両の

賃貸

㈱山陽交通社
神戸市

長田区
50

旅行業、広告

代理業
100.0

兼任２

出向３
─ ─ 建物の賃貸

㈱山陽フレンズ
神戸市

長田区
50

売店、乗車券

受託販売
100.0

兼任３

出向３
─

出札営業

等

土地・建物の

賃貸

㈱日本ワークシス

テム

神戸市

中央区
50

一般労働者派

遣業・請負業
100.0

兼任４

出向１
─

派遣の受

入、警備
建物の賃貸

㈱サンヨーマート
神戸市

垂水区
40 ストアー業 100.0

兼任

３

出向

２

長期貸付金

110
─ 建物の賃貸

大阪山陽タクシー

㈱

大阪市

西淀川

区

30

タクシー業、

飲食業、不動

産賃貸業

100.0
兼任５

転籍１
─ ─

土地・建物の

賃貸

山陽タクシー㈱
神戸市

長田区
30 タクシー業 100.0  兼任５ ─ ─

土地・建物の

賃貸

㈱キャリアネット
兵庫県

姫路市
30

一般労働者派

遣業・請負業
100.0  兼任４ ─ ─ ─

㈱舞子ホテル
神戸市

垂水区
20 ホテル業 100.0

兼任５

出向１

長期貸付金

135
─

土地・建物の

賃貸

山電サービス㈱
兵庫県

明石市
20

車両・自動車

・電気設備の

保守・整備、土

木・電気工事

の請負業

100.0
兼任４

出向４
─

清掃・車

両補修、

電気機器

保守整備

土地・建物の

賃貸

山電不動産㈱
神戸市

長田区
20

不動産分譲

業、駐車場、

ビル管理業

100.0

兼任２

出向４

転籍１

長期貸付金

130

不動産の

仲介、賃

貸の管理

土地・建物の

賃貸

須磨浦遊園㈱
神戸市

須磨区
20 遊園地の経営 100.0

兼任４

出向２

転籍１

─
遊園地の

経営委託

土地・建物の

賃貸

㈱山電情報セン

ター

神戸市

長田区
20 情報処理業 100.0

兼任４

出向３
─

電算処理

業務
建物の賃貸

㈱山陽エージェン

シー

神戸市

長田区
20

広告代理業、

保険代理業

100.0

(48.3)

兼任２

出向３
─ ─ 建物の賃貸
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名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

役員の
兼任等
（人）

資金援助
(百万円)

営業上
の取引

設備の賃貸借

山電流通㈱
兵庫県

明石市
20

トランクルー

ムの管理

100.0

(100.0)

兼任３

転籍１
─ ─ 建物の賃貸

㈱山陽友の会
兵庫県

姫路市
20 商品券の取次

100.0

(100.0)
転籍１ ─ ─ ─

山陽アメニティ

サービス㈱

兵庫県

姫路市
10 清掃サービス 100.0

兼任３

出向１

長期貸付金

462
清掃

土地・建物の

賃貸

山陽デリバリー

サービス㈱

兵庫県

姫路市
10 貨物運送業

100.0

(100.0)
転籍１ ─ ─ ─

（持分法適用関連

会社） 

　

　
 　

 

 
　 　 　 　

姫路再開発ビル㈱
兵庫県

姫路市
50 ビル管理業

30.0

(30.0)
─ ─ ─ ─

　（注）１．有価証券報告書を提出している会社は㈱山陽百貨店である。

２．㈱山陽百貨店については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が、

10％を超えているが、当該連結子会社は有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報等の記載を

省略している。

３．全ての子会社を連結している。

４．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数である。

５．連結子会社の議決権に対する所有割合のうち、間接所有内訳は、次のとおりである。

(1）㈱山陽エージェンシーに対する間接所有は㈱山陽交通社である。

(2）山電流通㈱に対する間接所有は、大阪山陽タクシー㈱である。

(3）㈱山陽友の会に対する間接所有は、㈱山陽百貨店である。

(4）山陽デリバリーサービス㈱に対する間接所有は、㈱山陽百貨店である。

　（5）姫路再開発ビル㈱に対する間接所有は、㈱山陽百貨店である。

６. ㈱山陽百貨店は、平成20年２月１日に当社の連結子会社であった兵庫ライフインダストリー㈱を吸収合併し

ている。また、㈱日本ワークシステムは、平成20年３月１日に当社の連結子会社であった㈱日本ワークサービ

スを吸収合併している。

EDINET提出書類

山陽電気鉄道株式会社(E04125)

有価証券報告書

  7/109



５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

運輸業（人） 流通業（人） 不動産業（人）
レジャー・サー
ビス業（人）

その他の事業
（人）

計（人）

1,353

(92)

298

(358)

13

(0)

79

(364)

234

(199)

1,977

(1,013)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載している。

(2)提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

956 44.8 21.7 6,024,197

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は、当該臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため記

載を省略している。

２．従業員数は関係会社等出向社員及び休業・休職者を除き、受入出向社員を含めたものである。

３．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでいる。

(3)労働組合の状況

　当社の労働組合は、日本私鉄労働組合総連合会に属しており、組合員数は809人（出向・休業・休職中の組合員39

人を除く）である。労使間に特記すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度のわが国経済は、企業業績の改善を背景に、民間設備投資に増加がみられるなど、景気全体として

は緩やかな回復基調にあったが、下半期には原油価格をはじめとする原材料価格高騰や円高・株安が生じるなど、

先行き不透明感が強まるなかで推移した。

　このような情勢のなかで、当社グループでは、平成19年７月に当社が創立１００周年を迎えるのを機に、さらなる

業績向上と事業拡大をめざすべく、テレビＣＭ等の媒体を通じた１ｄａｙチケットの拡販に取り組んだのに加え、

大阪・阪神地区においても住宅開発を積極的に展開するなど、引き続きグループ全体で収益力の強化に努めた。

この結果、当連結会計年度の営業収益は53,245百万円と前連結会計年度に比べ433百万円(0.8%)の減収となった。ま

た、営業利益は4,113百万円と前連結会計年度に比べ422百万円(9.3%)の減益、経常利益は3,482百万円と前連結会計年

度に比べ308百万円(8.1%)の減益となった。また、減損損失等を特別損失に計上したこともあり、当期純利益について

も1,029百万円と前連結会計年度に比べ65百万円(6.0%)の減益となった。

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりである。

①　運輸業　　　　　　　　　　　　　　 

鉄道事業においては、お客さまの利便性向上をはかるため、東二見駅でエレベーターの設置をはじめとしたバリ

アフリー化工事を実施するとともに、営業面では、平成19年９月１日にPiTaPa(ピタパ)ＩＣ定期券サービスを開始し

た。また、創立１００周年を記念した全線ウォークなどお客さまへ感謝の意を込めた記念イベントを多数開催した

ほか、売上が好調な１ｄａｙチケットと沿線に多数存在する観光資源の認知度をさらに高める取り組みとして、宣

伝効果の高いテレビＣＭを春と秋の行楽シーズンに集中して放映するなど、旅客誘致とさらなる増収をはかった。

自動車事業においては、一般乗合バスでバリアフリー化社会に対応するため、ノンステップバスを含めた低床車

両を11両購入したほか、平成20年２月１日には、ご好評をいただいている高速バスの神戸市垂水区内と三宮を結ぶ

路線において、増便を柱とするダイヤ改正を実施することにより、新規顧客の開拓をはかった。さらに、株式会社神

戸山陽バスに対し、夜間高速バスを除くすべての高速バス路線の移管を完了させるなど、事業の効率化をさらに推

し進めた。

　運輸業全体の営業収益については、鉄道事業において、テレビＣＭ効果等により１ｄａｙチケットの売上が増加し

たことに加え、沿線企業の活況などが寄与し、外部顧客に対する営業収益は19,367百万円と前連結会計年度と比べ

162百万円(0.8%)の増加となったが、修繕費などの増加により、営業利益は2,392百万円と前連結会計年度と比べ479百

万円(16.7%)の減益となった。 
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(イ)提出会社の運輸成績表

種別 単位
当連結会計年度

（平成19年４月～平成20年３月）
対前期増減率
（％）

営業日数 日 366 0.3

営業キロ キロ 70.4 －

客車走行キロ 千キロ 34,265 △0.2

 定期 千人 41,278 0.6

輸送人員 定期外 千人 30,149 0.3

 計 千人 71,428 0.5

 定期 百万円 5,900 1.8

旅客運輸収入 定期外 百万円 7,490 1.0

 計 百万円 13,391 1.3

運輸雑収 百万円 1,090 △0.0

運輸収入合計 百万円 14,481 1.2

乗車効率 ％ 19.5 －

　（注）　乗車効率の算出は、
延人キロ

による。
客車走行キロ×平均定員

(ロ)業種別営業成績

業種別

当連結会計年度
（平成19年４月～平成20年３月）

営業収益（百万円） 対前期増減率（％）

鉄道事業 13,900 1.3

自動車事業 3,680 1.2

索道事業 38 15.9

その他 1,796 △2.8

消去 △47 －

計 19,367 0.8

②　流通業

　流通業では、中心となる株式会社山陽百貨店において、お客さまとの信頼関係づくりを徹底するなかで、子供服

とハンドバッグ売場に新ブランドを導入したのに加え、正月やバレンタインをはじめとする季節商戦では、消費

スタイルの変化に対応してこれまで以上に多彩な品揃えを行うなど、積極的な営業活動を展開した。さらに、夏休

み期間中には、お子様連れのご家族や愛好家向けに「山陽電車１００周年記念展と鉄道模型フェア」や「驚異の

大昆虫博覧会」などのバラエティーに富んだ催事を多数開催し、さらなる集客に努めた。経費面では、人件費を中

心に諸経費を圧縮し、収支の改善に取り組んだ。

流通業全体では、天候不順の影響により婦人服をはじめとする衣料品の売上が低調に推移したことなどから、

外部顧客に対する営業収益は26,581百万円と前連結会計年度と比べ437百万円(1.6%)の減少となったが、諸経費の

圧縮等により営業利益は239百万円と前連結会計年度と比べ65百万円(37.7%)の増益となった。
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業種別営業成績

業種別

当連結会計年度
（平成19年４月～平成20年３月）

営業収益（百万円） 対前期増減率（％）

百貨店・ストアー業 25,029 △2.0

売店業 1,552 4.3

消去 △0 －

計 26,581 △1.6

③　不動産業

　不動産業においては、大阪府枚方市で分譲マンション「エスコート枚方岡山手センテニアル」を、神戸市東灘区

では賃貸マンション「エス・キュート御影」をそれぞれ竣工させるとともに、大阪府門真市では新たに分譲マン

ション「エスコート・ランズ門真元町」の建設に着手するなど、大阪地区や阪神間において、日々変化するお客

さまの多様なニーズにかなった、デザイン性の高い物件を積極的に開発し、事業の拡大と収益基盤の強化に努め

た。

不動産業全体の営業収益については、新規物件にかかる収益が寄与したものの、前期における不動産分譲の規

模が比較的大きかったことなどから、外部顧客に対する営業収益は3,255百万円と前連結会計年度と比べ6百万円

(0.2%)の減少となり、営業利益は1,149百万円と前連結会計年度と比べ27百万円(2.4%)の減益となった。

業種別営業成績

業種別

当連結会計年度
（平成19年４月～平成20年３月）

営業収益（百万円） 対前期増減率（％）

不動産賃貸業 2,072 9.6

不動産分譲業 1,266 △8.4

消去 △83 －

計 3,255 △0.2

④　レジャー・サービス業

　レジャー・サービス業においては、当社の創立１００周年と須磨浦ロープウェイの開業５０周年を記念して、須

磨浦山上遊園において桜や梅などの記念植樹を実施するなど、施設の魅力を高める取り組みを行ったほか、神戸

市西区ではゴルフ練習場「高塚ゴルフセンター」の運営を受託した。また、明石駅前で経営するファーストフー

ド店舗をリニューアルし新規顧客の開拓をはかるなど、事業の充実に努めた。

　レジャー・サービス業全体では、外部顧客に対する営業収益は、2,596百万円と前連結会計年度と比べ167百万円

(6.9%)の増加となり、営業利益は127百万円と前連結会計年度と比べ30百万円(32.2%)の増益となった。

業種別営業成績

業種別

当連結会計年度
（平成19年４月～平成20年３月）

営業収益（百万円） 対前期増減率（％）

飲食業 1,680 2.5

遊園事業 562 23.8

その他 406 5.3

消去 △52 －

計 2,596 6.9

⑤　その他の事業

　一般労働者派遣業、設備の整備業などのその他の事業においては、外部顧客の獲得に努めたが、外部顧客に対す
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る営業収益は1,443百万円と前連結会計年度と比べ319百万円(18.1%)の減少となり、営業利益は149百万円と前連結

会計年度と比べ21百万円(12.5%)の減益となった。

業種別営業成績

業種別

当連結会計年度
（平成19年４月～平成20年３月）

営業収益（百万円） 対前期増減率（％）

一般労働者派遣業 661 △8.1

ビル管理・営業管理業 347 20.2

設備の保守・整備・工事業・情報業

ほか
449 △41.6

消去 △14 －

計 1,443 △18.1

(2)キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益の計上があっ

たものの、設備投資による有形固定資産の取得や有利子負債の減少等により、前連結会計年度末より1,081百万円（

16.9%）の減少となり、当連結会計年度末には5,303百万円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動により得られた資金は、減損損失等の計上により3,436百万円となり、前連結会計

年度に比べ249百万円減少した。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動により支出した資金は、設備投資による有形固定資産の取得等により813百万円

となり、前連結会計年度に比べ2,964百万円減少した。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動により支出した資金は、短期借入金の純減等により3,704百万円となり、前連結会

計年度に比べ2,471百万円増加した。

２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループのサービスは広範囲かつ多種多様であり、同種のサービスであっても、必ずしも一様ではなく、また受

注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示す

ことはしていない。

　このため生産、受注及び販売の状況については、「１　業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に関

連付けて示している。
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３【対処すべき課題】

　今後の見通しについては、なお原材料価格の高騰や急激な円高・株安が続き、企業業績への懸念材料がみられるなか

で、民間設備投資や個人消費にもさほど大きな伸びは期待できず、長らく続いてきた景気も後退局面に入ることが予

想されるなど、当社グループをとりまく環境は、依然として厳しい状況が続くものと思われる。

このような情勢に対処するため、運輸業の中心である鉄道事業においては、最寄の工場への通勤旅客の増加傾向が

続く本線の荒井駅に、本年４月14日から平日のラッシュ時間帯に直通特急を停車させたが、今後も沿線の旅客需要動

向を注視し、有効なダイヤ編成について検討していく。また、来年春に予定されている阪神なんば線の開業により、当

社沿線と大阪ミナミ・奈良方面が身近に結ばれ、新たな人の流れが期待されることから、同業他社と共同でさまざま

な旅客誘致策を講じていくほか、明石駅にエレベーターを設置するなど、バリアフリー化についても継続して実施し

ていく。さらに、安全対策の策定・検証・評価等を行う「安全推進・企画部」を新設し、あらゆる角度から事故防止を

図る。

　自動車事業では、一般乗合バスにおいて、低床車両への更新を引き続き進めるとともに、輸送需要に見合ったダイヤ

改正を適宜実施することにより、お客さまへのサービス向上に努めるほか、高速バスでは業績が好調な神戸市垂水区

と三宮を結ぶ路線を中心に、その利便性と経済性を積極的にＰＲし、さらなる利用促進をはかっていく。

流通業においては、株式会社山陽百貨店において、業績の向上をめざし、「日本一生き生きとした百貨店」をテーマ

に、全従業員が一体となり同社の発展をめざすプロジェクトを立ち上げたが、今後お客さまが真に求める品揃えや

サービスを追求していくことにより、お客さまに選んでいただける個性あふれる店舗づくりに取り組んでいく。

　不動産業においては、大阪府門真市および神戸市中央区で分譲マンションを、明石市西二見地区で沿線企業向けの共

同賃貸住宅を建設するとともに、採算性と常に変化するお客さまのニーズを的確に見極めたうえで、引き続き阪神間

において分譲事業を展開するほか、社有地の開発も進めるなど収益基盤の強化に努める。

レジャー・サービス業およびその他の事業においては、お客さまのニーズに即したサービスを提供するとともに、

外部からの営業受託も通じてさらなる収益拡大に注力する。

当社グループは、交通事業者にとっての絶対条件である安全マネジメントの充実を最優先としつつ、地域の皆さま

の期待に応えることのできる企業集団として、課せられた社会的責任を果たしていくとともに、引き続きあらゆる分

野に挑戦することにより、グループ全体での競争力の強化とさらなる成長をめざしていく所存である。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、主に以下のようなものがある。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものである。

（1）法的規制による影響

　当社グループは、鉄道事業法及び道路運送法による一般運輸業を主な事業としており、それぞれの法令等に基づく

許可、認可等が当社グループの事業遂行の前提となっている。現在の規制に重大な変更があった場合には、当社グ

ループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性がある。

（2）自然災害等による影響

　当社グループは、自然災害による被害を最小限に抑えるため、高架橋の耐震補強工事等を行っているものの、将来

起こりうる自然災害を完全に防止できない可能性がある。当社グループが主に事業展開している兵庫県南部におい

て平成7年1月に発生した「阪神・淡路大震災」のような大規模な地震や台風、洪水等の自然災害やテロ等が発生し

た場合、当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性がある。

（3）少子高齢化及び競合路線等による影響

　当社グループは、運輸業において、他の鉄道、バス等の輸送機関や自動車等の交通手段と競合しているほか、沿線就

業人口の減少や、少子高齢化の影響を受けている。今後、景気動向やさらなる競争激化、少子高齢化の進展等により

当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性がある。

（4）兵庫県南部地域の景気動向について　

  当社グループは、兵庫県南部地域にある鉄道路線を核として展開してきたため、同地域内に経営資源が集中し

ている。このため当社の業績は、関西地域、なかでもとくに兵庫県南部地域の人口・地価・景気動向の影響を強く

受ける。よって兵庫県南部地域の景気動向などが悪化した場合、その悪化が全国的であるか局地的であるかを問わ

ず当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性がある。　

（5）鉄道事故について

　鉄道事業を営んでいる当社において、安全で質の高いサービスを提供することは最も重要な課題の一つであると

考えており、踏切障害物検知装置の新設や列車無線の整備、自動列車停止装置の更新等、事故を未然に防ぐ対策、事

故の発生時に被害を最小限に抑える対策を進めているが、想定を大きく上回るような事故が発生した場合には、当

社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性がある。

（6）流通業における景気動向及び競合による影響について

　流通業の中心である百貨店業及びストアー業において、景気低迷や天候不順などを理由とした消費低迷による収

益の減少や、同一商圏における競合店の新規進出等による競争力の低下により、当社グループの財政状態及び経営

成績が影響を受ける可能性がある。

（7）不動産業における地価の変動及び景気動向による影響について

　不動産分譲業においては、地価の下落に伴う評価損の発生、不動産賃貸業においては、景気低迷によるテナント等

の退出、倒産、賃料減免要求が発生する可能性があり、これらの事象によっては当社グループの財政状態及び経営成

績が影響を受ける可能性がある。

（8）国際情勢による影響について

  当社は日本国内でのみ事業展開を行っているが、燃料価格の動向に関しては国際情勢の影響を受けている。

　一部の外国における石油消費量の急激な拡大を受け、原油価格が高騰しているが、これが自動車の燃料価格の上昇

につながり、収支に影響を与えている。今後の原油価格の動向次第では、当社グループの財政状態及び経営成績が影

響を受ける可能性がある。
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（9）有利子負債への依存について

　当社グループの有利子負債の状況は、中心である当社については主に鉄道事業及び自動車事業の設備の維持・更

新や不動産事業への投資にかかる資金、株式会社山陽百貨店においては店舗改装等のための資金を、主として金融

機関からの借入金により調達しているため、有利子負債への依存度が高い水準にある。今後、当社グループとして

は、収支とのバランスを勘案した設備投資を行い、保有資産の有効活用を進めることで有利子負債の削減に努め、資

金調達の多様化に積極的に取り組むことにより、金利上昇リスクによる影響を最小限に抑える努力をしているが、

現行の金利水準が大幅に変動することがあれば、当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性があ

る。

　最近３連結会計年度における有利子負債の状況は、次のとおりである。

 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

有利子負債残高（百万円） 44,022 43,276 40,048

長期借入金（百万円） 20,869 21,487 21,087

短期借入金（百万円） 17,570 10,706 8,371

社債（百万円） 1,300 6,800 6,000

その他有利子負債 4,282 4,282 4,589

総資産額（百万円） 100,900 99,337 97,983

有利子負債依存度（％） 43.6 43.6 40.9

（10）固定資産の減損について

　今後、景気の動向や不動産価格の変動等によって、資産又は資産グループのキャッシュ・フローが大幅に減少した

とき、あるいは、時価の下落等により、新たに減損損失の計上が必要となったとき、当社グループの財政状態及び経

営成績が影響を受ける可能性がある。
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５【経営上の重要な契約等】

　①株式会社山陽百貨店による当該連結子会社の吸収合併　

    　当社の連結子会社である株式会社山陽百貨店においては、グループ経営の効率化を図るため、平成19年９月28

　　日開催の取締役会において、平成20年２月１日を期して、当該連結子会社である兵庫ライフインダストリー株式

　　会社を吸収合併することを決議した。合併の概要は、次のとおりである。

　　(1)合併の方法

　     　株式会社山陽百貨店を存続会社とし、兵庫ライフインダストリー株式会社を消滅会社とする吸収合併であ　　

　　　る。   　　

　　(2)合併期日

　　　　 平成20年２月１日

　　(3)合併比率ならびに合併交付金

　　　 　兵庫ライフインダストリー株式会社は株式会社山陽百貨店の完全子会社であるため、本合併による新株式

　　　 の発行および資本金の増加ならびに合併交付金の支払はない。

　　(4)吸収合併存続会社となる会社の概要

         資本金　　　　　４０５百万円

　　　   事業内容　　　　百貨店業

　②株式会社日本ワークシステムによる株式会社日本ワークサービスの吸収合併　　　

　　　当社の連結子会社である株式会社日本ワークシステムにおいては、経営の効率化を図るため、平成19年12月12

　　日開催の臨時株主総会において、平成20年３月１日を期して、当該連結子会社である株式会社日本ワークサービ

　　スを吸収合併することを決議した。合併の概要は、次のとおりである。

　  (1)合併の方法

　　　　 株式会社日本ワークシステムを存続会社とし、株式会社日本ワークサービスを消滅会社とする吸収合併で 

       ある。

　  (2)合併期日

　       平成20年３月１日

    (3)合併比率ならびに合併交付金   

　　　　 株式会社日本ワークサービスは株式会社日本ワークシステムの完全子会社であるため、本合併による新株

       式の発行および資本金の増加ならびに合併交付金の支払はない。

    (4)吸収合併存続会社となる会社の概要    

         資本金　　　    ５０百万円

   　　  事業内容　　    一般労働者派遣業・請負業

６【研究開発活動】

　該当事項なし。

EDINET提出書類

山陽電気鉄道株式会社(E04125)

有価証券報告書

 16/109



７【財政状態及び経営成績の分析】

　当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりである。

　なお、将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものである。

(1)重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

いる。この連結財務諸表の作成に当たっては、一定の会計基準の範囲内で見積りによる会計処理を含んでいる。

　重要な会計方針については「５　経理の状況　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載してい

る。

(2)当連結会計年度の経営成績の分析

　営業収益については、53,245百万円と前連結会計年度に比べ433百万円（0.8％）の減収となった。これは、鉄道事業

の運輸収入が増加したものの、流通業において売上高が減少したことによるものである。

営業費については、49,132百万円と前連結会計年度に比べ10百万円（0.0％）の減少となった。これは、運輸業にお

いて修繕費等が増加したものの、グループ全体で経費の削減に努めたことによるものである。

営業利益については、4,113百万円と、営業収益と営業費用の減少により、前連結会計年度に比べ422百万円（

9.3％）減益となった。

営業利益に営業外損益を加減した経常利益については、3,482百万円と前連結会計年度に比べ308百万円（8.1％）

の減益となった。なお、営業外費用においては、主として有利子負債残高の減少により支払利息が前連結会計年度よ

り減少している。

特別利益については、収用等特別勘定取崩益等の計上により423百万円と前連結会計年度に比べ479百万円（

53.1％）の減少となった。

特別損失については、減損損失や商品券等使用引当金繰入額等の計上により1,692百万円と前連結会計年度に比べ

193百万円（10.2％）の減少となった。

経常利益に特別損益を加減し、税金費用等を控除した当期純利益については1,029万円となり、前連結会計年度に

比べ65百万円（6.0％）の減益となった。

(3)戦略的現状と見通し

　当社グループは、兵庫県南部を中心に地域社会とのつながりを大切にしながら、鉄道・バス・タクシー・旅行業な

どの交通観光事業をはじめ、百貨店、不動産、飲食といった事業など、幅広く人々の生活を支える総合サービスを提

供することによって、社会の発展に貢献し、「連結での成長」を目指していくことを経営の基本方針にしている。

　当社グループでは、その基本方針を達成するため、鉄道を核として、グループ内の各事業が自律的経営を進めると

同時に、その他の事業と有機的に連携させ、社会の変化にスピーディに対応しながら、グループ全体としての最大価

値の実現をはかっていく。

(4)経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在のそれぞれの事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよ

う努めている。

　当連結会計年度のわが国経済は、企業業績の改善を背景に、民間設備投資に増加がみられるなど、景気全体として

は緩やかな回復基調にあったが、下半期には原油価格をはじめとする原材料価格高騰や円高・株安が生じるなど、

先行き不透明感が強まる中で推移した。このような情勢のなかで、当社グループ全体として最大価値の実現のため、

各事業本部及び各グループ子会社が収支５か年計画においてそれぞれの経営目標を設定し、新しい業績管理の考え

方によるマネジメントサイクル(Plan-Do-Check-Action)を循環させることによって、グループ全体としての企業価値

向上をはかっている。

(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析

　自己資本の合計は、23,585百万円となった。利益剰余金は、当期純利益1,029百万円の計上や配当金の支払556百万円

により、前連結会計年度に比べ472百万円増加し6,029百万円となった。その他有価証券評価差額金は、前連結会計年

度に比べ612百万円減少し708百万円となった。以上の結果、自己資本比率は24.1％となった。

　キャッシュ・フローの状況については、「１　業績等の概要　（２）キャッシュ・フロー」に記載している。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資については、特に運輸業を中心に設備投資を行った。当連結会計年度の設備投資の内訳

は、次のとおりである。

 
当連結会計年度

（平成19年４月～平成20年３月） 対前期増減率（％）

運輸業（百万円） 1,499 34.0

流通業（百万円） 140 △65.9

不動産業（百万円） 201 △85.3

レジャー・サービス業（百万円） 73 40.5

その他の事業（百万円） 3 6.8

計（百万円） 1,917 △35.3

消去又は全社（百万円） 1 －

合計（百万円） 1,918 △35.3

　各セグメントの設備投資内容を示すと、次のとおりである。

　運輸業においては、当社の鉄道事業において、ＩＣ定期券システム導入工事をはじめとした利用者利便性向上工事や

事故防止工事を行い、自動車事業では、乗合バス車両購入を行うなどした。この結果、運輸業では、1,499百万円の設備投

資を実施した。

　流通業においては、㈱山陽百貨店や㈱山陽フレンズにおいて売場等の改装工事を行うなど、140百万円の設備投資を

実施した。

　不動産業においては、当社において御影賃貸マンション新築工事を行うなど、201百万円の設備投資を行った。

　その他、レジャー・サービス業においては73百万円、その他の事業においては3百万円の設備投資を行うなど、グルー

プ全体で合わせて1,918百万円の設備投資を実施した。
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２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の平成20年３月31日現在における事業の種類別セグメント毎の設備の概要、

帳簿価額並びに従業員数は次のとおりである。

(1)事業の種類別セグメント総括表

事業の種類別セグ
メントの名称

帳簿価額
従業員数
（臨時従業
員数）
（人）

建物及び構
築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

建設仮勘定
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

運輸業 20,006 4,502
6,340

(1,156,075)
9,448 709 41,006

1,353

(92)

流通業 4,643 2
4,756

(7,923)
12 356 9,770

298

(358)

不動産業 8,480 172
6,546

(235,173)
4 30 15,234

13

(0)

レジャー・サービ

ス業
153 6

49

(236,840)
－ 59 269

79

(364)

その他の事業 20 9
－

　(－)
0 5 35

234

(199)

小計 33,304 4,693
17,692

(1,636,011)
9,465 1,161 66,317

1,977

(1,013)

消去又は全社 △50 △0
△442

(890)
△17 △1 △512

0

(0)

合計 33,253 4,693
17,250

(1,636,901)
9,448 1,159 65,805

1,977

(1,013)

　（注）１　帳簿価額の「その他」は工具器具備品である。

２　従業員数の（　）は、臨時従業員の年間平均人員を外数で記載している。

(2）提出会社

①　総括表

事業の種類別セグ
メントの名称

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び構
築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

建設仮勘定
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

運輸業 19,947 4,466
5,765

(1,141,772)
9,448 689 40,317 943

不動産業 8,195 171
5,939

(230,813)
4 30 14,342 13

レジャー・サービ

ス業
20 4

49

(236,840)
－ 2 77 0

合計 28,162 4,643
11,755

(1,609,425)
9,453 722 54,737 956

　（注）　帳簿価額の「その他」は工具器具備品である。
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②　運輸業（従業員943人）

(ア）鉄道事業

ａ　線路及び電路施設

線名 区間
営業キロ
（㎞）

単線・複線
の別

駅数（駅）
変電所数
（か所）

第１種鉄道事業
本線 西代－姫路 54.7 複線 43 6

網干線 飾磨－網干 8.5 単線 6 1

第２種鉄道事業 神戸高速線
西代－阪急三宮 5.7 複線

<8> <1>
高速神戸－阪神元町 1.5 複線

合計 ─ 70.4 ─ 49 7

　（注）１　軌間は1.435ｍであり、電圧は1,500Ｖである。

２　第２種鉄道事業における、線路及び電路施設の〈　〉は、第３種鉄道事業者（神戸高速鉄道株式会社）、阪急電

鉄株式会社及び阪神電気鉄道株式会社の保有資産である。

ｂ　車両数

電動客車（両） 制御客車（両） 付随客車（両）
特殊車（救援車）

（両）
特殊車両（両） 計（両）

126 54 33 1 25 239

　（注）　車庫及び工場

 所在地

建物 土地

帳簿価額
（百万円）

面積（㎡）
帳簿価額
（百万円）

東須磨車庫 神戸市須磨区 226 15,550 261

東二見工場
兵庫県明石市

81
64,437 256

東二見車庫 93

飾磨車庫 兵庫県姫路市 3 16,683 0

(イ)自動車事業

事務所名 所在地

建物 土地 在籍車両数

帳簿価額
（百万円）

面積（㎡）
帳簿価額
（百万円）

乗合(両) 貸切(両) 計(両)

垂水営業所 神戸市垂水区 85 12,405 216 134 － 134

小束山車庫 神戸市垂水区 49 3,473 28 1 － 1

車庫予定地ほか 神戸市垂水区ほか － 64,813 538 － － －

(ウ)索道事業

施設名 所在地

建物 土地

搬器（台）
帳簿価額
（百万円）

面積（㎡）
帳簿価額
（百万円）

須磨浦索道 神戸市須磨区 5
[718]

神戸市から借地
－ 2

　（注）１　（起点）須磨浦公園　（終点）鉢伏山山上（三線交走式）　営業キロ0.4㎞

２　土地欄［　］内数量は借地面積であり、外数である。

③　不動産業（従業員数　13人）
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名称 所在地

建物 土地

帳簿価額
（百万円）

面積（㎡）
帳簿価額
（百万円）

山陽西二見ショッピングセンター（注）１ 兵庫県明石市 3,321 42,643 2,314

小束山ゴルフ練習場（注）２ 神戸市垂水区 147 40,516 336

小束台土地 神戸市垂水区 － 36,216 856

ソレイユ西代（注）３ 神戸市長田区 977 6,614 8

舞子ホテル（注）４ 神戸市垂水区 65 5,101 55

網干駐車場 兵庫県姫路市 － 2,849 54

明石東土地 兵庫県明石市 132 2,685 192

サンタウンアコルデ（注）５ 神戸市長田区 584 1,754 2

サンタウン明石ウエスト（注）６ 兵庫県明石市 629 1,683 143

板宿駅前ビル（注）７ 神戸市須磨区 33 1,483 30

　（注）１　鉄骨造地上３階

２　ゴルフ練習場

３　鉄骨造地上４階

４　木造地上２階

５　鉄筋コンクリート造地上12階

６　鉄筋コンクリート造地上13階

７　鉄骨造地上１階

④　レジャー・サービス業（従業員数 0人）

施設名 所在地

建物 土地

搬器（台）
帳簿価額
（百万円）

面積（㎡）
帳簿価額
（百万円）

須磨浦遊園 神戸市須磨区 7 236,840 49 107

　（注）　遊園地
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(3)国内子会社

①　運輸業（従業員数410人）

自動車事業

事務所名 所在地
在籍車両数（リース）

年間リース料
（百万円）

乗合(両) 貸切(両) 計(両)

（㈱神戸山陽バス）

小束山営業所
神戸市垂水区 17 15 32 93

（注）在籍車両のうち乗合８両、貸切４両を提出会社からリースしている。上記以外に建物、土地を提出会社より賃借して

いる。

②　流通業（従業員数298人）

会社名・事業所名 所在地

建物 土地

帳簿価額
（百万円）

面積（㎡）
帳簿価額
（百万円）

（㈱山陽百貨店）

本店
兵庫県姫路市 4,508

3,171

[1,060]
4,266

　（注）１　百貨店業

２　土地欄［　］内数量は借地面積であり、外数である。

(4）在外子会社

　該当事項なし。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資については、長期的な需要予測を行い、投資割合等を総合的に勘案

して計画している。設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しているが、グループ全体で重複投資とならない

よう、提出会社を中心に調整を図っている。

　重要な設備の新設等に係る今後の所要額は、3,342百万円であり、自己資金及び借入金により賄う予定である。

　重要な設備の新設等の計画は以下のとおりである。

(1)重要な設備の新設等

会社名 件名
事業の種類
別セグメン
トの名称

予算額
(百万円)

既支
払額

(百万円)

今後の
所要額

(百万円)
工事着手 完成予定

      年　月　 年　月　

山陽電気鉄道㈱　
利用者利便性向上工事

　
　運輸業 420 － 420 　平成20.４ 　平成21.３

山陽電気鉄道㈱
安全・サービス対策ほ

か　
　運輸業 250 － 250 　平成20.４ 　平成21.３

山陽電気鉄道㈱　 事故防止工事　 　運輸業 961 －　 961 　平成20.４ 　平成21.３

山陽電気鉄道㈱　 バス車両更新ほか 　運輸業 577 －　 577 　平成20.４ 　平成21.３

山陽電気鉄道㈱
賃貸建物建設工事ほか

　
　不動産業 1,120 －　 1,120 　平成20.４ 　平成21.３

山陽電気鉄道㈱ 遊園施設改良ほか　
レジャー・

サービス業
10 －　 10 　平成20.４ 　平成21.３

計 －　 －　 3,342 －　 3,342 －　 －

(2）重要な設備の除却等

　該当事項なし。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 111,652,992 111,652,992
大阪証券取引所

市場第一部
－

計 111,652,992 111,652,992 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

（３）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項なし。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年8月8日

（注）
－ 111,652,992 － 10,090,290 △4,328,350 2,522,572

　（注）旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものである。

　

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 1 26 9 114 6 － 7,989 8,145 －

所有株式数

（単元）
158 14,307 32 34,578 34 － 61,444 110,553 1,099,992

所有株式数の

割合（％）
0.14 12.94 0.03 31.28 0.03 － 55.58 100.00 －

　（注）１　自己株式343,510株は、「個人その他」に343単元、「単元未満株式の状況」に510株を含めて記載している。

　　　　２　上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ29単元

　　　　　　及び450株含まれている。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

阪神電気鉄道株式会社 大阪市福島区海老江１丁目１番24号 19,400 17.38

関電不動産株式会社 大阪市北区中之島６丁目２番27号 5,606 5.02

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 3,100 2.78

川崎重工業株式会社 東京都港区浜松町２丁目４番１号 1,363 1.22

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社

（退職給付信託神姫バス口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,300 1.16

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂１丁目３番１号 1,102 0.99

株式会社竹中工務店 大阪市中央区本町４丁目１番13号 1,102 0.99

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 1,089 0.97

兵庫県信用農業協同組合連合

会 
神戸市中央区海岸通１番地 1,000 0.90

株式会社みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 985 0.88

計 － 36,050 32.29

　（注）　所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示している。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     343,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 110,210,000 110,181 －

単元未満株式 普通株式   1,099,992 －
１単元（1,000株）

未満

発行済株式総数 111,652,992 － －

総株主の議決権 － 110,181 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の中には、証券保管振替機構名義の株式が29,000株含まれているが、

「完全議決権株式（その他）」の「議決権の数」の中には、これらの株式にかかる議決権の数29個は含まれて

いない。
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

山陽電気鉄道株式

会社

神戸市長田区御屋

敷通３丁目１番１

号

343,000 － 343,000 0.31

計 － 343,000 － 343,000 0.31

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項なし。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項なし。

　

　　（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 61,118 20,100,459

当期間における取得自己株式 2,705 873,770

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

　　　取りによる株式は含まれていない。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ － － －

保有自己株式数 343,510 － 346,215 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

　　　取りによる株式は含まれていない。
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３【配当政策】

　当社は、公共性の高い鉄道事業、自動車事業を主要な事業として経営するほか、付帯事業の拡大に努め、長期的に安定

した経営を目指している。このため、積極的な事業展開により、競争力・財務体質の強化に努めているが、内部留保と

のバランスを考慮しながら、安定配当の維持を基本とし、財政状態、利益水準及び配当性向等を総合的に勘案して検討

している。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としている。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会である。

　当期については、１株当たり４円の配当（うち中間配当２円、期末配当において普通配当２円）を実施することを決

定した。この結果、当期の配当性向は46.8％となった。

　今後については、公共輸送機関として、課せられた社会的使命の達成とお客さまのニーズへの的確な対応に努め、鉄

道事業、自動車事業及び子会社を含めた付帯事業の収益向上を目指して積極的な事業展開ならびに、より一層の経営

努力を通じ、今後とも社業の発展に総力をあげて取り組んでいく所存である。内部留保資金についても、公共輸送機関

として求められる安全対策ならびにお客様の利便性向上のための投資や、積極的な事業展開を図るための投資として

活用していく。

　当社は、「取締役会の決議によって毎年9月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めて

いる。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりである。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

 平成19年11月15日　取締役会決議 222 2

 平成20年6月27日　定時株主総会決議 222 2

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第115期 第116期 第117期 第118期 第119期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 273 260 357 355 358

最低（円） 217 227 236 314 316

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものである。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 330 326 330 328 358 342

最低（円） 320 316 320 318 325 324

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものである。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 主要略歴 任期
所有株式数
（千株）

社長

(代表取締役)
　 天野　文博 昭和16年10月27日生

昭和40年４月 当社入社

昭和62年６月 自動車部長

平成５年６月 取締役　経理部長委嘱

平成９年６月 取締役　総務本部副本部長委嘱

平成11年６月 常務取締役　総務本部長委嘱

平成13年６月 代表取締役専務取締役　総務本部長

委嘱

平成15年６月 代表取締役社長（現任）

(注3) ６９

専務取締役

(代表取締役)
総務本部長 森　健二 昭和20年12月16日生

昭和43年４月 当社入社

昭和63年11月 情報システム室長

平成４年２月 当社部長　株式会社日本ワークシス

テム代表取締役副社長

平成７年６月 運輸部長

平成９年６月 取締役　鉄道営業本部副本部長兼運

輸部長委嘱

平成11年６月 常務取締役　鉄道営業本部長委嘱

平成15年６月 専務取締役　総務本部長委嘱

平成17年６月 代表取締役専務取締役　総務本部長

委嘱（現任）

(注3) ６１

常務取締役 監査室担当 松岡　勲 昭和24年７月23日生

昭和47年４月 当社入社

平成４年６月 総務部長

平成９年６月 総務本部部長

平成11年６月 業務推進室長

平成15年３月 株式会社舞子ホテル代表取締役社

長

平成15年４月 業務推進室マネージャー

平成15年６月 取締役　業務推進室長委嘱

平成17年６月 常務取締役　業務推進室長委嘱

平成19年２月

平成19年７月

常務取締役　監査室担当 （現任）

山陽タクシー株式会社代表取締役

社長（現任）

(注3) ２３

常務取締役
開発事業本部

長
奥平　克治 昭和23年４月15日生

昭和47年４月 当社入社

平成５年６月 開発室部長

平成９年６月 開発事業本部部長

平成15年４月 開発事業本部マネージャー

平成15年６月 取締役　開発事業本部長委嘱

平成17年６月 常務取締役　開発事業本部長委嘱

（現任）

(注3) ２３
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役名 職名 氏名 生年月日 主要略歴 任期
所有株式数
（千株）

常務取締役

経営企画室長

 

自動車営業本

部長

木村　俊紀 昭和31年９月11日生

昭和54年４月 当社入社

平成11年６月 総務本部部長

平成14年７月 総務本部マネージャー

平成17年６月 取締役　自動車営業本部長委嘱

平成19年２月 取締役　経営企画室長・自動車営業

本部長委嘱

平成19年６月 常務取締役　経営企画室長・自動車

営業本部長委嘱（現任）

(注3) １５

常務取締役　
鉄道事業本部

長　
上門　一裕　 昭和33年３月22日生　

昭和55年４月 当社入社

平成11年６月 土木部長

平成13年６月 業務推進室部長

平成15年４月 業務推進室マネージャー

平成15年６月 須磨浦遊園株式会社代表取締役社

長（現任）

平成17年６月 取締役　鉄道事業本部長委嘱

平成20年６月 常務取締役　鉄道事業本部長委嘱

（現任）

（注3）

　
１３

取締役 　 上杉　雅彦 昭和19年１月26日生

昭和41年３月 神姫自動車株式会社（現、神姫バス

株式会社）入社

平成４年６月 神姫バス株式会社常務取締役

平成９年６月 同社専務取締役

平成11年６月 同社代表取締役専務取締役

平成12年６月 同社代表取締役社長（現任）

平成13年６月 当社取締役（現任）

（注3) －

取締役 　 坂井　信也 昭和23年２月９日生

昭和45年４月 阪神電気鉄道株式会社入社

平成17年６月 同社常務取締役

平成18年６月 同社代表取締役社長（現任）

平成18年10月 阪急阪神ホールディングス株式会

社代表取締役（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

（注3) －

取締役
総務本部副本

部長
中野　隆 昭和35年７月28日生

昭和58年４月 当社入社

平成13年６月 総務本部部長

平成14年７月 総務本部マネージャー

平成17年６月 取締役　総務本部副本部長兼ゼネラ

ルマネージャー委嘱（現任）

平成20年６月 株式会社山電情報センター代表取

締役社長（現任）

（注3) １１
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役名 職名 氏名 生年月日 主要略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 鉄道営業部長 吉田　育朗 昭和34年７月６日生 

昭和58年４月 当社入社

平成13年６月 運輸部長

平成14年７月 鉄道営業部長

平成19年６月 取締役 鉄道営業部長委嘱（現任）

（注3) １０

常任監査役

(常勤)
　 守屋　治 昭和24年２月９日生

昭和46年３月 当社入社

平成３年６月 人事部長

平成５年６月 自動車部長

平成７年６月 株式会社日本ワークシステム代表

取締役社長

平成16年６月

 

 

 

平成17年12月

株式会社ケーブルテレビ神戸（現

、株式会社ケーブルネット神戸芦

屋）常任監査役

監査役

株式会社ケーブルテレビ神戸（現

、株式会社ケーブルネット神戸芦

屋）常勤監査役

平成20年６月 常任監査役（現任）

（注4) ２４

監査役

（常勤）
　 大野　峰雄　 昭和28年7月14日生

昭和53年４月 当社入社

平成９年６月 自動車部長

平成11年６月 株式会社山陽交通社代表取締役社

長

平成14年７月 総合企画部部長

平成15年９月

　

平成17年７月

山電不動産株式会社代表取締役社

長

株式会社山電情報センター代表取

締役社長

平成19年２月

平成20年６月

監査室参与

監査役（現任）

(注4)　 ５　

監査役 　 橋本　俊作 昭和５年７月５日生

昭和28年４月 株式会社神戸銀行（現、株式会社三

井住友銀行）入社

昭和59年６月 株式会社太陽神戸銀行（現、株式会

社三井住友銀行）常務取締役

昭和62年６月 同社専務取締役

平成３年４月 株式会社太陽神戸三井銀行（現、株

式会社三井住友銀行）代表取締役

副頭取

平成６年６月 株式会社さくら銀行（現、株式会社

三井住友銀行）代表取締役頭取

平成９年６月 同社相談役

平成10年６月 当社監査役（現任）

平成10年７月 株式会社さくら銀行（現、株式会社

三井住友銀行）常任顧問

平成13年４月 株式会社三井住友銀行特別顧問

平成16年７月 株式会社三井住友銀行名誉顧問

（現任）

（注4) －
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役名 職名 氏名 生年月日 主要略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役　 　 篠丸　康夫　 昭和20年５月25日生　

昭和43年４月 関西電力株式会社入社

平成13年６月 同社取締役

平成15年６月 同社常務取締役

平成16年10月 関電不動産株式会社監査役

平成19年６月

平成20年６月

同社代表取締役社長（現任）

当社監査役（現任）

(注4)　 －

計 　２５５

　（注）１　取締役上杉雅彦氏・坂井信也氏の２名は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。

２　監査役橋本俊作氏・篠丸康夫氏の２名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。

 ３　平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 ５　当社は、法令に定める社外監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監

査役１名を選任している。補欠監査役の略歴は次のとおりである。

氏名 生年月日 主要略歴
所有株式数

（千株）

木下　卓男 昭和31年９月18日生

昭和62年４月　弁護士登録（神戸弁護士会（現、兵

庫県弁護士会）入会）

大白法律事務所（現、東町法律事

務所）入所

平成５年４月　東町法律事務所パートナー弁護士

（現任）

平成19年６月　神戸電鉄株式会社監査役

　　　　　　 （現任）

－

EDINET提出書類

山陽電気鉄道株式会社(E04125)

有価証券報告書

 32/109



６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、課せられた社会的責任を果たしつつ、株主の皆様をはじめ、お客さま、従業員、取引先、地域社会等

の様々な利害関係者の利益の最大化を図ることを目的として、コーポレート・ガバナンスの充実・強化に取り組ん

でいる。具体的には、経営の健全化、効率性および透明性を高める観点から、経営の意思決定、業務執行および監督、

さらにはグループの統制、情報開示などについて適切な体制を整備するとともに、必要な施策を実施している。

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①会社の機関の基本説明

　取締役会は、取締役10名（うち社外取締役２名）と監査役４名（うち社外監査役２名）で構成され、重要事項の決

定と業務執行の監督を行っている。また、業務執行の全般的な統制と経営判断の適正化を図るため、常務会を随時開

催し、業務執行上の重要事項を審議している。

　監査役は、監査役会で決議した監査の方針等に基づき、取締役会や常務会などに出席し意見を述べるほか、業務執

行における適法性の監査をするとともに、必要な助言・勧告等を行っている。

　当社と社外取締役との関係については、社外取締役坂井信也氏は当社の主要株主である阪神電気鉄道株式会社の

代表取締役社長で、社外取締役上杉雅彦氏は神姫バス株式会社の代表取締役社長である。両社とも当社との間で営

業取引関係があるが、いずれも定型的な取引であり、社外取締役個人が直接利害関係を有するものではない。

当社と社外監査役との関係については、社外監査役橋本俊作氏は株式会社三井住友銀行の名誉顧問である。同社

は当社との間で営業取引関係があるが、いずれも定型的な取引であり、社外監査役個人が直接利害関係を有するも

のではない。また、社外監査役畠中俊尚氏は関電不動産株式会社の相談役である。同社は当社との間で営業取引関係

はなく、社外監査役個人が直接利害関係を有しない。

②内部統制システムの整備の状況

　当社の内部統制システムとしては、稟議制度による部門間の相互牽制を機能させるとともに、監査室に内部監査機

能を持たせ、策定した年度計画に基づき、監査室担当取締役以下４名の監査担当者が、当社およびグループ会社の業

務全般について内部監査を実施している。監査結果は、監査報告書として社長に報告されるとともに担当役員ある

いはグループ会社社長にも通知されており、監査対象部門に対しては業務改善に向けた具体的助言・勧告を行って

いる。

　内部監査と会計監査人の連携については、監査室が会計監査人による監査の結果を内部監査実施の際に参考にし

ており、また内部監査と監査役の連携については、監査室が内部監査の監査結果を監査役に報告している。そして、

監査役監査と会計監査人の連携については、監査役は会計監査人による監査に必要に応じ同席するほか、随時、監査

に関する報告および説明を受けている。

　会計監査は、新日本監査法人と監査契約を締結しており、公正妥当な監査基準による適正な監査を受けている。当

社の会計監査業務を執行した公認会計士は次のとおりである。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数

指定社員

業務執行社員

清水　万里夫

新日本監査法人

－年

荒井　憲一郎 －

岩﨑　和文 －

　なお、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補３名である。また、顧問契約を締結している

弁護士からは、専門分野に応じて適切な助言・指導を受けている。
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(2)リスク管理体制の整備の状況

　以下の体制を整備している。

①取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　社内規定等に基づき、各担当部門において適切かつ確実に保存および管理を行うこととしており、取締役および監

査役が必要に応じて閲覧できる状態を維持している。

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社の主事業である運輸交通事業の社会的使命に鑑み、事故の絶滅を期すことを目的として、安全管理規定を定め、

安全マネジメント態勢を構築している。

　組織横断的リスク状況の監視および全社的対応は総務本部が行い、経営の基本に関するリスク対応は経営企画室が

行う。各事業本部の所管業務に付随するリスク管理は当該部門が行うこととしている。また、業務執行の重要な事項

については、多面的な検討を経て慎重に決定するため、常務会を随時開催し、事業の推進に伴うリスクを継続的に監

視している。 

　リスク管理体制として、大規模な事故・災害等が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置して対応

する。 

③取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること、及び取締役の職務の執行が効率的に行われる　こ

とを確保するための体制 

　「企業倫理規範」の制定、および監査室に「コンプライアンス相談窓口」を設置しコンプライアンス体制を整備す

ることにより、実効性を強化している。

　また、コンプライアンス体制のなかで収集したコンプライアンスに関するリスク管理情報の審議結果については、

監査役会に報告するほか、必要に応じて意見を求めている。

　取締役の効率的な職務の執行については、社内規定等に基づいた職務権限および意思決定ルールにより適切に行っ

ている。

④企業集団における業務の適正を確保するための体制

　経営企画室にグループ会社の経営に関する管理機能を持たせるとともに、総務本部は法務および経理関係業務等に

関する指導を行う。

　監査室に内部監査機能を持たせて各事業本部およびグループ会社の業務全般について内部監査を実施し、必要に応

じて内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行うことにより、内部統制の有効性と妥当性を確保している。

⑤監査役の職務を補助すべき使用人及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助するため、監査室の構成員を監査役の職務を補助する使用人としている。当該使用人は、監査役

の行う業務の執行に関しては、監査役の指揮・命令を受ける。

　監査室の構成員たる使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の任命・異動等の人事権に関わる事

項の決定には、あらかじめ常任監査役に相談し意見を求めることにしている。 

⑥取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

　取締役および使用人は、監査役に回付する書類および報告する事項等について定めた内規に基づき、監査役の職務

遂行のため、監査に必要な情報を適切かつ適時に報告する。

　内部監査人（監査室）、会計監査人は、監査役会に対し、定期的に監査状況および結果の報告を行っている。

⑦その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

　監査役は監査役会で決議した監査の方針等に基づき、取締役会や常務会等の重要な会議に出席して意見を述べるほ

か、監査役の監査の実効性を確保するため、取締役等からその職務の執行状況を聴取すること、重要な決裁書類およ

び帳票類を閲覧すること、主要な工事の竣工検査に立ち会うこと、および主要な事業職場における業務および財産の

状況を調査することができる体制を整備している。
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（3）役員報酬の内容

　取締役及び監査役に支払った報酬

　　　　社内取締役　　８名　　　187百万円

　　　　社外取締役　　２名　　　 ９百万円

　　　　社内監査役　　２名　　　 24百万円

　　　　社外監査役　　２名　　   10百万円

（4）監査報酬の内容

　当社の会計監査人である新日本監査法人に対する報酬

　　　　公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　25百万円

　　　　上記以外の業務に基づく報酬の金額                       　　　　　　　　　　　 2百万円

 （5）取締役の定数

 　　 　当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めている。

　　（6）取締役の選任の決議要件

　　　　当社の取締役は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席している株主　

　　　総会において、出席株主の議決権の過半数をもって選任する旨、また、取締役の選任決議は、累積投票によらない　　

　　　旨定款に定めている。

 

　　（7）株主総会決議事項のうち取締役会で決議できることとした事項

　　　　①自己株式の取得

　　　　　　当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議

　　　　　によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めている。

　　　　②中間配当

　　　　　　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によ

　　　　　って毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めている。

　

　　（8）株主総会の特別決議要件

　　　　当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議は、

　　　議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席している株主総会において、出席

　　　株主の議決権の３分の２以上をもってこれを行う旨定款に定めている。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結

会計年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成している。

(2)当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則並びに「鉄道事業会計規則」（昭和62年運輸省令第７号）

により作成している。

　なお、第118期事業年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第119期事

業年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）の連結

財務諸表及び第118期事業年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）の財務諸表について、並びに、金融商品取引

法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）の連結財務諸表及

び第119期事業年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）の財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けて

いる。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金  7,100   5,851   

２　受取手形及び売掛金  2,831   2,981   

３　有価証券 　 4   10   

４　たな卸資産 　 6,978   8,261   

５　繰延税金資産  141   540   

６　その他の流動資産  965   971   

７　貸倒引当金  △5   △5   

流動資産合計   18,016 18.1  18,611 19.0

Ⅱ　固定資産        

Ａ　有形固定資産

(注2,

3,4) 

　

      

１　建物及び構築物  34,390   33,253   

２　機械装置及び運搬具  5,312   4,693   

３　土地  17,649   17,250   

４　建設仮勘定  8,132   9,448   

５　その他の有形固定資産  1,154   1,159   

有形固定資産合計  66,639   65,805   

Ｂ　無形固定資産  466   458   

Ｃ　投資その他の資産        

１　投資有価証券 (注1,5) 3,974   3,065   

２　長期貸付金  61   43   

３  長期前払費用  8,563   8,562   

４　繰延税金資産  344   200   

５　その他の投資その他の

資産
 1,301   1,266   

６　貸倒引当金  △30   △29   

投資その他の資産合

計
 14,215   13,108   

固定資産合計   81,321 81.9  79,372 81.0

資産合計   99,337 100.0  97,983 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形及び買掛金  5,416   7,010   

２　短期借入金 (注2) 10,706   8,371   

３　一年以内償還社債  800   －   

４　未払法人税等  1,062   373   

５　賞与引当金  86   90   

６　役員賞与引当金  29   30   

７　商品券等使用引当金  －   389   

８　その他の流動負債  8,192   8,269   

流動負債合計   26,294 26.5  24,533 25.0

Ⅱ　固定負債        

１　社債  6,000   6,000   

２　長期借入金 (注2) 21,487   21,087   

３　繰延税金負債  33   827   

４　退職給付引当金  2,366   2,228   

５　受入工事負担金  7,711   9,764   

６　預り保証金及び敷金 (注2) 6,647   7,137   

７　その他の固定負債 　 4,757   2,703   

固定負債合計   49,005 49.3  49,749 50.8

負債合計   75,299 75.8  74,283 75.8

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  10,090 10.2  10,090 10.3

２　資本剰余金 　  6,850 6.9  6,850 7.0

３　利益剰余金 　  5,557 5.6  6,029 6.2

４　自己株式 　  △73 △0.1  △94 △0.1

　　株主資本合計 　  22,424 22.6  22,876 23.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額

金
　  1,321 1.3  708 0.7

　　評価・換算差額等合計 　  1,321 1.3  708 0.7

Ⅲ　少数株主持分 　  293 0.3  115 0.1

純資産合計 　  24,038 24.2  23,700 24.2

負債純資産合計 　  99,337 100.0  97,983 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益   53,678 100.0  53,245 100.0

Ⅱ　営業費 (注2)       

１　運輸業等営業費及び売上

原価
 42,372   42,505   

２　販売費及び一般管理費 (注1) 6,770 49,142 91.5 6,626 49,132 92.3

営業利益   4,535 8.5  4,113 7.7

Ⅲ　営業外収益        

１　受取利息  12   16   

２　受取配当金  17   32   

３　持分法による投資利益  0   0   

４　受取手数料  51   －   

５　雑収入  414 496 0.9 443 493 0.9

Ⅳ　営業外費用        

１　支払利息  889   846   

２　商品券等使用引当金繰入

額
 －   129   

３　雑支出  352 1,241 2.3 147 1,124 2.1

経常利益   3,790 7.1  3,482 6.5

Ⅴ　特別利益        

１　固定資産受贈益  3   6   

２　投資有価証券売却益  516   －   

３　工事負担金等受入額  101   146   

４  固定資産売却益  (注3) 2   0   

５　収用等特別勘定取崩益 　 278   260   

６　その他特別利益  － 903 1.6 9 423 0.8
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前連結会計年度

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別損失        

１  固定資産除却損 (注4)　 41   3   

２　工事負担金等圧縮額  101   146   

３　販売用不動産評価損 　 1,459   77   

４　収用等代替資産圧縮損  278   260   

５　有価証券売却損 　 4   －   

６　減損損失 (注5) －   835   

７　商品券等使用引当金繰入

額
　 －   367   

８　その他特別損失 　 － 1,885 3.5 0 1,692 3.1

税金等調整前当期純利

益
  2,808 5.2  2,213 4.2

法人税、住民税及び事業

税
 1,643   879   

法人税等調整額  42 1,685 3.1 479 1,359 2.6

少数株主損失   － －  174 0.3

少数株主利益   27 0.1  － －

当期純利益   1,095 2.0  1,029 1.9
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③【連結株主資本等変動計算書】

       前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高

（百万円）
10,090 6,850 4,936 △57 21,819

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   △222  △222

剰余金の配当   △222  △222

役員賞与（注）   △29  △29

当期純利益   1,095  1,095

連結子会社決算日変更に伴う

利益剰余金の増加
  0  0

自己株式の取得    △16 △16

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
     

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
－ － 620 △16 604

平成19年３月31日　残高

（百万円）
10,090 6,850 5,557 △73 22,424

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合
計

平成18年３月31日　残高

（百万円）
1,450 1,450 265 23,535

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）    △222

剰余金の配当    △222

役員賞与（注）    △29

当期純利益    1,095

連結子会社決算日変更に伴う

利益剰余金の増加
   0

自己株式の取得    △16

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
△129 △129 27 △101

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
△129 △129 27 503

平成19年３月31日　残高

（百万円）
1,321 1,321 293 24,038

 （注）定時株主総会における前期決算の利益処分項目である。

       当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高

（百万円）
10,090 6,850 5,557 △73 22,424

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △556  △556

当期純利益   1,029  1,029

自己株式の取得    △20 △20

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
－ － 472 △20 452

平成20年３月31日　残高

（百万円）
10,090 6,850 6,029 △94 22,876

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合
計

平成19年３月31日　残高

（百万円）
1,321 1,321 293 24,038

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当    △556

当期純利益    1,029

自己株式の取得    △20

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
△612 △612 △178 △790

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
△612 △612 △178 △338

平成20年３月31日　残高

（百万円）
708 708 115 23,700
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  2,808 2,213

減価償却費  2,996 3,202

減損損失  － 835

退職給付引当金増加額・減少額（△）  △61 △137

賞与引当金の増加額・減少額（△）  2 3

役員賞与引当金の増加額・減少額（△）  29 0

商品券等使用引当金の増加額・減少額（△）  － 389

持分法による投資利益  △0 △0

受取利息及び受取配当金  △30 △49

支払利息  889 846

有形固定資産除却損  331 106

有形固定資産売却益  △2 △0

投資有価証券売却益  △516 －

売上債権の増加額（△）・減少額  26 △149

たな卸資産の増加額（△）・減少額  △40 △1,430

前払年金費用の増加額（△）・減少額  129 △113

仕入債務の増加額・減少額（△）  △1,006 785

その他の流動資産の増加額（△）・減少額  △359 0

その他の流動負債の増加額・減少額（△）  △246 24

その他の固定負債の増加額・減少額（△）  △608 △1,377

建設仮勘定の営業費振替額  270 177

販売用不動産評価損  1,459 77

その他の増減額  47 16

小計  6,119 5,419

利息及び配当金の受取額  29 49

利息の支払額  △883 △851

法人税等の支払額（△）・還付額  △1,579 △1,181

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,686 3,436
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前連結会計年度

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △168 △54

定期預金の払戻による収入  97 210

有価証券売却による収入  － 4

有価証券償還による収入  50 －

有形固定資産取得による支出  △6,015 △3,106

有形固定資産売却による収入  3 0

投資有価証券取得による支出  △279 △124

投資有価証券売却による収入  784 －

長期前払費用の増加額（△）・減少額  △176 5

その他の投資その他の資産の取得による支出  △68 △189

その他の投資その他の資産の減少による収入  156 225

受入工事負担金の受入による収入  1,964 2,235

その他の増減額  △124 △19

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,777 △813

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額  △708 △2,119

長期借入れによる収入  7,090 5,650

長期借入金の返済による支出  △12,652 △6,266

社債の発行による収入  6,000 －

社債の償還による支出  △500 △800

配当金の支払額  △445 △556

その他の増減額  △16 387

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,232 △3,704

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（又は減少額

（△））
 △1,324 △1,081

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  7,733 6,385

Ⅵ　連結子会社決算日変更に伴う現金及び現金同等物

の減少額　　
 △23 －

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  6,385 5,303
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前連結会計年度

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度

（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項 　当社は、全ての子会社を連結している。当

連結財務諸表に含まれた連結子会社は22
社で、当該社名は「第１　企業の概況　４　

関係会社の状況」に記載のとおりである。

当社は、全ての子会社を連結している。

当連結財務諸表に含まれた連結子会社は

20社で、当該社名は「第１　企業の概況　４
　関係会社の状況」に記載のとおりであ

る。

　なお、連結子会社である株式会社山陽百

貨店は、連結子会社であった兵庫ライフイ

ンダストリー株式会社を、連結子会社であ

る株式会社日本ワークシステムは、連結子

会社であった株式会社日本ワークサービ

スをそれぞれ吸収合併した。

２　持分法の適用に関する事

項

　当社は、全ての関連会社に対して持分法

を適用している。当該社名は姫路再開発ビ

ル株式会社である。

同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の決算日は下記のとおりであ

る。

 連結子会社の決算日は下記のとおりであ

る。
 会社名  決算日

  大阪山陽タクシー株式会

社ほか11社 
 １月末日

株式会社山陽百貨店

ほか９社 
２月末日

会社名  決算日

  大阪山陽タクシー株式会

社ほか９社 
 １月末日

株式会社山陽百貨店

ほか９社 
２月末日

  当連結会計年度において㈱サンヨーマー

ト及び兵庫ライフインダストリー㈱は、そ

れぞれ決算日を12月末日から１月末日へ
変更している。

　連結財務諸表の作成にあたっては同決算

日現在の財務諸表を使用している。また、

１月末日と２月末日が決算日である会社

については連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については連結上、必要な

調整を行っている。

　連結財務諸表の作成にあたっては同決算

日現在の財務諸表を使用している。また、

１月末日と２月末日が決算日である会社

については連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については連結上、必要な

調整を行っている。

　

４　会計処理基準に関する事

項

イ　有価証券の評価基準及び評価方法

　

イ　有価証券の評価基準及び評価方法

　
  その他有価証券

 時価のあるもの

……決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）

同左

　

　

  時価のないもの

 ……原価法（移動平均法）

 

　
 ロ　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

――――――

　
 ハ　たな卸資産の評価基準及び評価方法

分譲用土地建物…原価法（個別法）

貯蔵品……………原価法（移動平均

法）

商品………………原価法（売価還元

法）

ロ　たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左
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項目

前連結会計年度

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度

（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

 ニ　有形固定資産の減価償却の方法

親会社………定額法・取替法

連結子会社…定率法（但し、㈱山陽百

貨店・㈱山陽友の会・

㈱サンヨーマート・山

商㈱・山陽アメニティ

サービス㈱・山陽デリ

バリーサービス㈱・兵

庫ライフインダスト

リー㈱・㈱キャリア

ネット・㈱神戸山陽バ

スは定額法）

ハ　有形固定資産の減価償却の方法

親会社………定額法・取替法

　連結子会社…定率法（但し、㈱山陽

百貨店・㈱山陽友の会

・㈱サンヨーマート・

山商㈱・山陽アメニ

ティサービス㈱・山陽

デリバリーサービス㈱

・㈱キャリアネット・

㈱神戸山陽バスは定額

法）

 　ただし、定率法を採用している連結子

会社は、平成10年４月１日以降に取得し
た建物（附属設備を除く）については、

定額法を採用している。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

建物及び構築物　　３～60年
車両及び機械装置　３～20年

　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　ただし、定率法を採用している連結子

会社は、平成10年４月１日以降に取得し
た建物（附属設備を除く）については、

定額法を採用している。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

建物及び構築物　　３～60年
車両及び機械装置　３～20年　

　 (会計方針の変更)
　当連結会計年度より、法人税法の改正

((所得税法等の一部を改正する法律　平
成19年３月30日法律第6号)及び(法人税
法施行令の一部を改正する政令　平成19
年３月30日政令第83号))に伴い、平成19
年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更している。

　これによる損益への影響は軽微であ

る。

　　(追加情報)
　当社は、法人税法の改正に伴い、平成19
年３月31日以前に取得した資産につい
ては、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上してい

る。

　これにより営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益がそれぞれ294百
万円減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載している。　　
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項目

前連結会計年度

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度

（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

 ホ　退職給付引当金の計上基準

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生していると認め

られる額を計上している。

　なお、会計基準変更時差異（10,105百
万円）については、当社の退職給付信託

設定に伴う会計基準変更時差異償却額

（7,231百万円）を除いて15年による按
分額を費用処理している（但し、一部の

子会社は、一括費用処理）。

　当社における過去勤務債務は、その発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（12～13年）によ
る定額法により費用処理している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５～14年）
による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしている。

ニ　退職給付引当金の計上基準

同左

　

　

　

 ヘ　貸倒引当金の計上基準

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。

ホ　貸倒引当金の計上基準

同左

 ト　賞与引当金の計上基準

（親会社）──────

ヘ　賞与引当金の計上基準

（親会社）──────
 （連結子会社）

　従業員の賞与支給に充てるため、将来

の支給見込額のうち当連結会計年度の

負担額を計上している。

（連結子会社）

同左
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項目

前連結会計年度

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度

（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

 ―――――― ト　商品券等使用引当金の計上基準

　一定期間経過後収益計上した未使用

の商品券等について、将来使用された

場合に発生する損失に備えるため、過

去の実績に基づく使用見込額を計上し

ている。

　(会計方針の変更)

　当連結会計年度より、「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上の引当金又

は準備金並びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」(日本公認

会計士協会　監査・保証実務委員会報

告第42号　平成19年４月13日)が公表さ

れたことを受け本報告を適用し、商品

券等が負債計上中止後に使用された場

合に発生する損失に備えるため、過去

の実績に基づく将来の使用見込額を計

上している。

　これにより、期首時点で計上すべき引

当金繰入額367百万円を特別損失とし

て計上している。なお、従来の方法に比

べ、営業利益は９百万円、経常利益は22

百万円、税金等調整前当期純利益は389

百万円それぞれ減少している。

 チ　役員賞与引当金の計上基準 

　役員賞与の支給に備えて、当連結会計

年度における支給見込額に基づき計上

している。

 (会計方針の変更)
　当連結会計年度より、「役員賞与に関

する会計基準」　（企業会計基準第４号

　平成17年11月29日）を適用している。
　これにより営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、それぞれ29百
万円減少している。

チ　役員賞与引当金の計上基準 

　役員賞与の支給に備えて、当連結会計

年度における支給見込額に基づき計上

している。

　

 リ　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっている。

リ　リース取引の処理方法

同左

 ヌ　ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて、特例処理の

要件を満たしている場合には、特例処

理によっている。

ヌ　ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしているため、特例処理

によっている。
 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ手段とヘッジ対象は以下

のとおりである。

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金利息

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左
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項目

前連結会計年度

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度

（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

 ③　ヘッジ方針

　金利変動リスクをヘッジするため、

変動金利を固定金利に変換した金利

スワップ取引を利用して、将来の金利

上昇がキャッシュ・フローに及ぼす

影響を限定している。

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理によってい

る金利スワップについては、有効性の

評価を省略している。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理に該当する

ものであるため、有効性の評価を省略

している。
 ル　工事負担金等の会計処理

　当社は、鉄道事業において、国および地

方公共団体等より工事費の一部として

工事負担金等を受けている。これらの工

事負担金等は、工事完成時に当該工事負

担金等相当額により取得した固定資産

の取得原価から直接減額して計上して

いる。なお、損益計算書においては、工事

負担金等受入額として特別利益に計上

するとともに、固定資産の取得原価から

直接減額した額を工事負担金等圧縮額

として特別損失に計上している。

ル　工事負担金等の会計処理

同左

 ヲ　消費税の会計処理

　消費税の会計処理は税抜方式によって

いる。

ヲ　消費税の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用している。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

 　のれんの償却については、５年間の定額

法により償却を行っている。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなる。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月9日）を適用している。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、23,745百万

円である。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連

結財務諸表規則により作成している。

 ―――――――
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表示方法の変更

前連結会計年度
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

────── （連結損益計算書）

　前連結会計年度において区分掲記していた「受取手数

料」（当連結会計年度27百万円）は、営業外収益の総額の

100分の10以下となったため「雑収入」に含めて記載する

こととした。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

（注１）関連会社に係る注記

関連会社に対するものは次のとおりである。

（注１）関連会社に係る注記

関連会社に対するものは次のとおりである。

投資有価証券（株式）      23百万円 投資有価証券（株式）       24百万円

（注２）担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産及び担保付債務は、次の

とおりである。

（注２）担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産及び担保付債務は、次の

とおりである。

(イ)鉄道財団 26,993百万円

債務内訳  

長期借入金 8,792百万円

(ロ)道路交通事業財団 1,291百万円

債務内訳  

長期借入金     30百万円

(ハ)建物及び構築物 7,077百万円

土地 6,501百万円

債務内訳  

長期借入金 1,875百万円

預り保証金及び敷金 4,724百万円

(イ)鉄道財団       26,299百万円

債務内訳  

長期借入金      8,294百万円

　　　　　　　　　―――――   

　　　　　　　  

　       

(ロ)建物及び構築物      6,647百万円

土地      6,501百万円

債務内訳  

長期借入金      1,625百万円

預り保証金及び敷金      4,724百万円

　なお長期借入金残高には一年内返済予定分を含

んでいる。

　なお長期借入金残高には一年内返済予定分を含

んでいる。

（注３）有形固定資産の減価償却累計額 61,972百万円 （注３）有形固定資産の減価償却累計額   64,378百万円

（注４）圧縮記帳額 （注４）圧縮記帳額

(イ)工事負担金等圧縮累計額 27,318百万円

 　　（うち当期圧縮額　   101百万円）

(ロ) 収用等代替資産圧縮額 　

当期圧縮額　　　　　　　　 　278百万円

(イ)工事負担金等圧縮累計額     27,465百万円

 　　（うち当期圧縮額　   146百万円）

(ロ) 収用等代替資産圧縮額 　

当期圧縮額　　　　　　　　 260 百万円

（注５）国債696百万円を割賦販売法に基づいて供託して

いる。 

（注５）国債706百万円を割賦販売法に基づいて供託して

いる。 
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

（注１）販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次

のとおりである。

（注１）販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりである。

人件費 3,077百万円

経費 2,847

諸税 198

減価償却費 646

計 6,770

人件費      3,044百万円

経費 2,848

諸税 164

減価償却費 568

計 6,626

（注２）　引当金

　引当金繰入額等のうち主要なものは、次のとお

りである。

（注２）　引当金

　引当金繰入額等のうち主要なものは、次のとおり

である。

賞与引当金繰入額   86百万円

役員賞与引当金繰入額 29

退職給付費用 355

賞与引当金繰入額     90百万円

役員賞与引当金繰入額 30

退職給付費用 453

商品券等使用引当金繰入

額

15

（注３）固定資産売却益は、土地売却によるものである。 （注３）固定資産売却益は、土地売却によるものである。

（注４）固定資産除却損は、建物等除却によるものであ

る。

（注４）固定資産除却損は、建物等除却によるものである。

―――――――　   (注５）減損損失

　当社グループは、管理会計上の区分、投資の意思決

定を基礎として継続的に収支の把握がなされてい

る単位でグルーピングを実施している。　　　　　　

　ストアー業店舗及び賃貸商業ビルについては収益

性の低下により、賃貸駐車場施設及び遊休資産につ

いては時価の下落により、以下の資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失(835百万円)として特別損失に計上している。

主な用途 種類 場所
減損損失

(百万円)

　賃貸駐車場

　施設

土地及び建

物等
　姫路市 　509

　ストアー業

　３店舗
建物等

　神戸市・

　明石市
　53

　遊休資産
土地及び建

物等
　神戸市 　236

　賃貸商業

　ビル１棟

土地及び建

物等
　姫路市 　35

　 　主な内訳は賃貸駐車場施設509百万円（内、土地

467百万円、建物及び構築物41百万円）、ストアー業

店舗53百万円（内、建物及び構築物53百万円）、遊

休資産236百万円（内、建物及び構築物116百万円、

土地113百万円、その他の有形固定資産6百万円）、

賃貸商業ビル35百万円（内、土地23百万円、建物及

び構築物11百万円）である。

　なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、主として売却見込額から

処分費用見込額を控除して算定している。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 111,652 － － 111,652

合計 111,652 － － 111,652

自己株式     

普通株式（注） 232 49 － 282

合計 232 49 － 282

 （注）普通株式の自己株式の増加49千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　　該当事項なし。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 222 2 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月22日

取締役会
普通株式 222 2 平成18年９月30日 平成18年12月11日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 334 利益剰余金 3 平成19年３月31日 平成19年６月29日

 （注）平成19年６月28日決議の１株当たり配当額には創立１００周年記念配当1円が含まれている。

当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 111,652 － － 111,652

合計 111,652 － － 111,652

自己株式     

普通株式（注） 282 61 － 343

合計 282 61 － 343

 （注）普通株式の自己株式の増加61千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　　該当事項なし。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 334 3 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年11月15日

取締役会
普通株式 222 2 平成19年９月30日 平成19年12月10日

（注）平成19年６月28日決議の１株当たり配当額には創立１００周年記念配当1円が含まれている。
　
　　　　　(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 222 利益剰余金 2 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定      7,100百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預

金
△714

現金及び現金同等物 6,385

現金及び預金勘定        5,851百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預

金
△558

取得日から3ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券）
10

現金及び現金同等物 5,303
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額

相当額

（百万円）

減価償却

累計額相

当額

（百万円）

期末残高

相当額

（百万円）

機械装置及

び運搬具
508 70 437

その他の有

形固定資産

（工具器具

備品）

87 30 57

合計 596 100 495

 
取得価額

相当額

（百万円）

減価償却

累計額相

当額

（百万円）

期末残高

相当額

（百万円）

機械装置及

び運搬具
637 174 462

その他の有

形固定資産

（工具器具

備品）

92 48 44

合計 730 222 507

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定している。

　（注）　　　　　　　 同左

２  未経過リース料期末残高相当額等

    未経過リース料期末残高相当額

２  未経過リース料期末残高相当額等

    未経過リース料期末残高相当額

１年内     108百万円

１年超 386

合計 495

　

１年内       124百万円

１年超 383

合計 507

　

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ている。

　（注）　　　　　　　 同左

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

支払リース料     89百万円

減価償却費相当額 89

支払リース料       122百万円

減価償却費相当額 122

４　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

　（減損損失について） 

　　リース資産に配分された減損損失はない。 

　（減損損失について） 

　　　　　　　　　　　  同左 
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（有価証券関係）

Ⅰ　前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日）

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 828 2,914 2,086

(2)債券    

国債・地方債等 200 200 0

小計 1,029 3,115 2,086

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 18 17 △0

(2)債券    

　　  国債・地方債等 499 496 △3

小計 517 513 △4

合計 1,546 3,629 2,082

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

801 516 4

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日）

その他有価証券  

非上場株式 321百万円

公社債投資信託の受益証券等 4百万円

４　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成19年３月31日）

種類 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超（百万円）

(1)債券     

国債・地方債

等
－ 696 － －

合計 － 696 － －

Ⅱ　当連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日）

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 713 1,781 1,067

(2)債券    

国債・地方債等 700 706 6

小計 1,413 2,487 1,073

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 250 224 △25

小計 250 224 △25

合計 1,664 2,712 1,047

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成19年４月１日～平成20年３月31日）
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売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

－ － －

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成20年３月31日）

その他有価証券  

非上場株式 　329 百万円

公社債投資信託の受益証券等 10 百万円

４　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成20年３月31日）

種類 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超（百万円）

(1)債券     

国債・地方債

等
－ 706 － －

合計 － 706 － －
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

(1)取引の内容及び利用目的

　当連結会計年度において当社、株式会社山陽百貨店及

び山陽アメニティサービス株式会社でデリバティブ取

引が行われた。

　上記の３社は、借入金に係る将来の金利上昇に対する

有効な管理手段として、変動金利の調達資金を固定金利

の資金調達に換えるため、金利スワップ取引を行ってい

る。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ている。

(1）取引の内容及び利用目的

　当連結会計年度において当社、株式会社山陽百貨店及

び山陽アメニティサービス株式会社でデリバティブ取

引が行われた。

　上記の３社は、借入金に係る将来の金利上昇に対する

有効な管理手段として、変動金利の調達資金を固定金利

の資金調達に換えるため、金利スワップ取引を行ってい

る。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ている。

ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて、特例処理の要件を満たして

いる場合には、特例処理によっている。

　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理によっている。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金利息

　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　　　　同左

　

ヘッジ方針

　金利変動リスクをヘッジするため、変動金利を固定

金利に変換した金利スワップ取引を利用して、将来の

金利上昇がキャッシュ・フローに及ぼす影響を限定

している。

　ヘッジ方針

　　　　　　　　　　同左

ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略している。

　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理に該当するものであるため、

有効性の評価を省略している。

(2)取引に対する取組方針

　上記の３社は、変動金利を固定金利に変換する目的で、

金利スワップ取引を利用しており、投機目的の取引及び

リスクの高いデリバティブ取引は行わない方針である。

(2)取引に対する取組方針

同左

(3)取引に係るリスクの内容

　変動金利を固定金利に変換した金利スワップ取引は、

市場金利の変動によるリスクを有している。なお、デリ

バティブ取引に関する契約先は信用度の高い銀行であ

るため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどな

いものと認識している。

(3)取引に係るリスクの内容

同左

(4)取引に係るリスクの管理体制

　上記の３社では、デリバティブ取引の執行及び管理は、

経理担当部門で行っている。取引の執行は、経理担当役

員の許可事項とし、執行後は経理担当役員に報告され

る。経理担当部門では常にデリバティブ取引の内容状

況、評価損益状況を把握し、随時経理担当役員に報告し

ている。取引に関する管理規定は特に設けていない。

(4)取引に係るリスクの管理体制

同左
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前連結会計年度
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

(5)「取引の時価等に関する事項」についての補足説明

　「取引の時価等に関する事項」についての契約額等

は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデ

リバティブ取引のリスクの大きさを示すものではない。

　

――――――

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

１　金利関連

  
前連結会計年度
（平成19年３月31日）

区分 種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の

取引

金利スワップ取

引受取変動・支

払固定

200 200 △0 △0

合計 200 200 △0 △0

　（注）１　時価の算定方法

金利スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定している。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。

当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

デリバティブ取引には全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略している。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度、確定給付企業年金制度及び退職一時金制

度を設けているほか、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度も設けている。また、従業員の退職等に際して

割増退職金を支払う場合がある。

　また、当社において退職給付信託を設定している。

２　退職給付債務に関する事項

 前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

イ．退職給付債務（百万円） △7,658 △7,191

ロ．年金資産（百万円） 14,256 10,295

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）（百万円） 6,597 3,104

ニ．会計基準変更時差異の未処理額（百万円） 1,512 1,334

ホ．未認識数理計算上の差異（百万円） △2,587 1,298

ヘ．未認識過去勤務債務（百万円） △273 △238

ト．連結貸借対照表計上額純額

（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）（百万円）
5,248 5,499

チ．前払年金費用（百万円） 7,615 7,728

リ．退職給付引当金（ト－チ）（百万円） △2,366 △2,228

前連結会計年度
（平成19年３月31日）  

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

　（注）　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。

 　（注）　　　　　　　同左

３　退職給付費用に関する事項

 前連結会計年度
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

イ．勤務費用（百万円） （注）　　　357 （注）　　　326

ロ．利息費用（百万円） 151 145

ハ．期待運用収益（百万円） △110 △98

ニ．会計基準変更時差異の額の費用処理額

（百万円）
187 187

ホ．数理計算上の差異の費用処理額

（百万円）
△334 △204

ヘ．過去勤務債務の費用処理額（百万円） △34 △34

ト．確定拠出年金掛金支払額（百万円） 139 132

チ．退職給付費用

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト）（百万

円）

355 453

　

前連結会計年度
（平成19年３月31日）  

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

　（注）　  簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「イ．勤務費用」に計上してい

る。

 　（注）　　　　　　　　同左
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

ロ．割引率（％） 2.0 同左

ハ．期待運用収益率（％） 0.0～3.0 同左

ニ．過去勤務債務の額の処理年数（年） 12～13

 （当社における過去勤務債

務は、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法に

より費用処理している。）

同左　

 

ホ．数理計算上の差異の処理年数（年） 5～14

（各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

いる。）

同左

 

 

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 主として15年である。 同左

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

該当事項なし。

当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

該当事項なし。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳    

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）  
当連結会計年度

（平成20年３月31日）  

 （繰延税金資産）

繰越欠損金

賞与引当金

未実現利益消去に伴う税効果額

投資有価証券評価損

貸倒引当金損金算入限度超過額

販売用不動産評価損

未払事業税

退職給付引当金超過額

その他有価証券評価差額金

減損損失

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

（繰延税金負債）

未収事業税

固定資産圧縮積立金

退職給付信託設定益

前払年金費用

その他有価証券評価差額金

その他

繰延税金負債合計

　

繰延税金資産（負債（△））の純額

  

106百万円

36 

147 

493 

43 

818 

104 

3,916 

0 

274 

450 

6,392 

△1,693 

4,699 

  

－ 

△376 

△2,455 

△448 

△748 

△219 

△4,247 

  

451 

   

96百万円

38 

146 

493 

306 

838 

52 

3,021 

0 

367 

646 

6,008 

△2,248 

3,760 

  

△0 

△363 

△2,455 

△511 

△329 

△187 

△3,847 

  

　　　　　△87  

 

（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産（負債（△））の純額は、連結貸借対照表の

以下の項目に含まれている。

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）  
当連結会計年度

（平成20年３月31日）  

 流動資産－繰延税金資産

固定資産－繰延税金資産

固定負債－繰延税金負債

141百万円

344 

△33 

 540百万円

200 

△827 
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）  
当連結会計年度

（平成20年３月31日）  

 法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない

項目

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目

住民税均等割等

評価性引当額

持分法投資損益

繰越欠損金

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

40.6％

  

0.5
 

 

△0.7
 

 

0.9 

19.6 

△0.0 

△0.6 

△0.3 

60.0 

 40.6％

  

0.8
 

 

△1.1
 

 

1.2 

20.0 

△0.0 

0.8 

△0.9 

61.4 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

 
運輸業
（百万
円）

流通業
（百万
円）

不動産業
（百万
円）

レジャー
・サービ
ス業
（百万
円）

その他の
事業
（百万
円）

計
（百万
円）

消去又
は全社
（百万
円）

連結
（百万
円）

Ⅰ　営業収益及び営業損益         

(1)外部顧客に対する営業

収益
19,205 27,019 3,261 2,429 1,762 53,678 － 53,678

(2)セグメント間の内部営

業収益又は振替高
788 60 490 98 1,751 3,190 (3,190) －

計 19,993 27,079 3,752 2,528 3,514 56,869 (3,190) 53,678

営業費 17,122 26,905 2,575 2,431 3,343 52,380 (3,237) 49,142

営業利益 2,871 173 1,176 96 170 4,489 46 4,535

Ⅱ　資産、減価償却費及び資

本的支出
        

資産 44,168 17,133 21,579 1,022 2,599 86,503 12,834 99,337

減価償却費 1,771 646 495 35 11 2,960 － 2,960

資本的支出 1,118 410 1,377 52 3 2,962 1 2,963

当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

 
運輸業
（百万
円）

流通業
（百万
円）

不動産業
（百万
円）

レジャー
・サービ
ス業
（百万
円）

その他の
事業
（百万
円）

計
（百万
円）

消去又
は全社
（百万
円）

連結
（百万
円）

Ⅰ　営業収益及び営業損益         

(1)外部顧客に対する営業

収益
19,367 26,581 3,255 2,596 1,443 53,245 － 53,245

(2)セグメント間の内部営

業収益又は振替高
795 71 344 122 1,908 3,242 (3,242) －

計 20,163 26,652 3,599 2,719 3,352 56,488 (3,242) 53,245

営業費 17,771 26,413 2,450 2,592 3,202 52,431 (3,298) 49,132

営業利益 2,392 239 1,149 127 149 4,056 56 4,113

Ⅱ　資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出
        

資産 45,490 16,324 22,631 1,108 1,857 87,412 10,571 97,983

減価償却費 2,035 569 514 37 10 3,166 － 3,166

減損損失 － 290 545 － － 835 － 835

資本的支出 1,499 140 201 73 3 1,917 1 1,918

　

　（注）１　事業区分の方法

　日本標準産業分類を基準に、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう「第１　企業の概況　

３　事業の内容」の区分と同一の区分によっている。

２　各事業区分の主要な事業内容

運輸業……………………鉄道、バス、タクシー等の営業を行っている。

流通業……………………百貨店業を中心に商品の販売等を行っている。
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不動産業…………………建物及び土地の賃貸・販売等を行っている。

レジャー・サービス業…遊園事業、飲食業等を行っている。

その他の事業……………設備の保守・整備・工事業、一般労働者派遣業等を行っている。

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、以下のとおりである。

前連結会計年度　15,326百万円　（親会社の現金・預金、投資有価証券等）

当連結会計年度　14,083百万円　（親会社の現金・預金、投資有価証券等）

　　　　４　追加情報

　　　　　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．会計処理基準に関する事項ハに記載のとおり、

　　　　　　当社は法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づ

　　　　　　く減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の

　　　　　　５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。

　　　　　　　これにより運輸業において284百万円、不動産業において8百万円、レジャー・サービス業において0百万

　　　　　　円それぞれ営業費用が増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。

 

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度及び当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額

の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略して

いる。

【海外売上高】

　前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売

上高の記載を省略している。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

　該当事項なし。

(2）役員及び個人主要株主等

　該当事項なし。

(3) 子会社等

　　　　　　該当事項なし。

(4）兄弟会社等

　該当事項なし。

当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

　該当事項なし。

(2）役員及び個人主要株主等

　該当事項なし。

(3) 子会社等

　　　　　　該当事項なし。

(4）兄弟会社等

　該当事項なし。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 213円21銭

１株当たり当期純利益 9円83銭

１株当たり純資産額    211円89銭

１株当たり当期純利益  9円24銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため、記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため、記載していない。

　（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 1,095 1,029

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,095 1,029

普通株式の期中平均株式数（千株） 111,399 111,337
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　　　（企業結合等関係）

前連結会計年度

（平成18年４月１日～

  平成19年３月31日）

当連結会計年度

（平成19年４月１日～

  平成20年３月31日）

　―――――― 　共通支配下の取引等（合併）

 

　

１．株式会社山陽百貨店による当該連結子会社の吸収

　　合併

　
　　(1)対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　　 当社の連結子会社である兵庫ライフインダストリー

　　　 株式会社が営む書籍等販売業

　　(2)企業結合の法的形式

　　　 株式会社山陽百貨店を吸収合併継承会社、兵庫ライ

　　　 フインダストリー株式会社を吸収合併消滅会社とす

　　　 る吸収合併

 

 

　　(3)結合後企業の名称

　　　 株式会社山陽百貨店

　

　　(4)取引の目的を含む取引の概要

　　　 当社の連結子会社である兵庫ライフインダストリー

　　　 株式会社は、書籍の販売を中心に事業を展開してい

　　　 たが、現在は事業を縮小しており、子会社の整理・

　　　 統合によるグループ経営の効率化を図るため、株式

       会社山陽百貨店に吸収合併するものである。

 

　 （5）実施した会計処理の概要

　　　 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平

　　　 成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業

　　　 分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

　　　 適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日）に基

　　 　づき、共通支配下の取引としている。  

　
　２．株式会社日本ワークシステムによる株式会社日本ワ

　　　ークサービスの吸収合併

　

　　(1)対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　　 当社の連結子会社である株式会社日本ワークサービ

　　　 スが営む請負業・一般労働者派遣業・警備業　

　

　　(2)企業結合の法的形式

　　　 株式会社日本ワークシステムを吸収合併継承会

　　　 社、株式会社日本ワークサービスを吸収合併消滅会

　　　 社とする吸収合併

　
　　(3)結合後企業の名称

　　　 株式会社日本ワークシステム

　

　　(4)取引の目的を含む取引の概要

　　　 当社の連結子会社である株式会社日本ワークサービ

　　　 スは、請負業・一般労働者派遣業・警備業を展開し

　　　 ていたが、同業子会社の業務内容と重複することか　　　 

　　　らグループ経営の効率化を図るため、株式会社日本

       ワークシステムに吸収合併するものである。

　

　 （5）実施した会計処理の概要

　　　 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平

　　 　成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業

　　　 分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

　　　 適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日）に基

　　　 づき、共通支配下の取引としている。  
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（重要な後発事象）

　　該当事項なし。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％) 担保 償還期限

  平成年月日     平成年月日

山陽電気鉄道㈱ 第16回無担保社債 14．９．25
500

　（500）
－ 0.59 なし 19．９．25

山陽電気鉄道㈱ 第17回無担保社債 15．２．25
300

　（300）
－ 0.62 なし 20．２．25

山陽電気鉄道㈱ 第18回無担保社債 19．３．13 6,000 6,000 1.78 なし 24．３．13

合計 － －
6,800

(800)

6,000

 
－ － －

　（注）１．(　)内書きは１年以内の償還予定額である。

 ２．連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりである。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

－ － － 6,000 －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 4,806 2,777 1.6 －

１年以内に返済予定の長期借入金 5,900 5,594 2.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 21,487 21,087 2.5
平成21年４月～

平成39年７月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － － － －　

その他有利子負債    　

　預り保証金 4,282 4,282 2.0
平成21年７月～

　平成36年８月

　セール・アンド・リースバック取引により調達

　した資金（１年内）
－ 74 2.0 －

　セール・アンド・リースバック取引により調達

　した資金（１年超）
－ 232 2.0

　平成21年５月～

　 平成24年２月

合計 36,476 34,048 － －

　（注）１　平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。

２　長期借入金及びその他有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返

済予定額は以下のとおりである。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 5,494 5,188 4,266 3,640

その他有利子負債 245 362 364 285

（２）【その他】

　該当事項なし。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
平成18年度（第118期）
（平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金  2,372   1,809   

２　未収運賃  1,973   2,016   

３　未収金  70   258   

４　未収収益  97   85   

５　有価証券 　 －   10   

６　分譲用土地建物 　 5,288   6,573   

７　貯蔵品  193   212   

８　前払費用  8   7   

９　繰延税金資産  96   493   

10　その他の流動資産  589   662   

11　貸倒引当金  △1   △1   

流動資産合計   10,689 13.6  12,128 15.3

Ⅱ　固定資産        

Ａ　鉄道事業固定資産 (注1,2)      

１　有形固定資産  74,761   75,435   

減価償却累計額  45,184 29,577  46,554 28,881  

２　無形固定資産   43   74  

計   29,620   28,955  

Ｂ　自動車事業固定資産 (注1)       

１　有形固定資産  5,112   5,219   

減価償却累計額  3,126 1,986  3,283 1,936  

２　無形固定資産   1   10  

計   1,988   1,946  

Ｃ　付帯事業固定資産 (注1)       

１　有形固定資産  18,357   18,685   

減価償却累計額  3,712 14,645  4,219 14,466  

２　無形固定資産   95   90  

計   14,741   14,556  
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平成18年度（第118期）
（平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ｄ　建設仮勘定        

１　鉄道事業  8,115   9,448   

２　付帯事業  35   4   

計   8,150   9,453  

Ｅ　投資その他の資産        

１　投資有価証券  2,997   2,146   

２　関係会社株式  916   993   

３　従業員長期貸付金  55   37   

４　関係会社長期貸付金  150   837   

５　長期前払費用  8,539   8,545   

６　繰延税金資産  133   －   

７　その他の投資等  563   547   

８　貸倒引当金  △80 13,276  △729 12,377  

固定資産合計   67,777 86.4  67,289 84.7

資産合計   78,467 100.0  79,418 100.0
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平成18年度（第118期）
（平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　短期借入金  1,586   1,706   

２　一年以内返済長期借入金 (注1) 3,753   3,652   

３　一年以内償還社債  800   －   

４　未払金  2,749   3,205   

５　未払費用  1,450   1,861   

６　未払消費税  181   74   

７　未払法人税等  968   254   

８　預り連絡運賃  276   285   

９　預り金  110   133   

10　前受運賃  962   998   

11　前受金  479   253   

12　前受収益  139   139   

13　確定拠出年金移行時未払

金
 －   1,064   

14　役員賞与引当金  23   25   

15　乗車券使用引当金  －   44   

16　その他の流動負債  13   14   

流動負債合計   13,494 17.2  13,713 17.3

Ⅱ　固定負債        

１　社債  6,000   6,000   

２　長期借入金 (注1) 16,611   16,659   

３　繰延税金負債  －   807   

４　退職給付引当金  1,548   1,353   

５　受入工事負担金  7,711   9,764   

６　預り保証金及び敷金  (注1) 6,673   6,610   

７　確定拠出年金移行時未払

金
　 3,943   2,287   

８　その他固定負債  769   708   

固定負債合計   43,258 55.1  44,191 55.6

負債合計   56,752 72.3  57,905 72.9
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平成18年度（第118期）
（平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  10,090 12.9  10,090 12.7

２　資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 2,522   2,522   

(2）その他資本剰余金 　 4,328   4,328   

資本剰余金合計 　  6,850 8.7  6,850 8.6

３　利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

圧縮積立金 　 550   531   

別途積立金 　 50   50   

繰越利益剰余金 　 2,990   3,404   

利益剰余金合計 　  3,590 4.6  3,986 5.0

４　自己株式 　  △73 △0.1  △94 △0.1

株主資本合計 　  20,458 26.1  20,833 26.2

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額

金
　  1,256 1.6  680 0.9

評価・換算差額等合計 　  1,256 1.6  680 0.9

純資産合計 　  21,714 27.7  21,513 27.1

負債純資産合計 　  78,467 100.0  79,418 100.0
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②【損益計算書】

  
平成18年度（第118期）
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　鉄道事業営業利益        

１　営業収益        

(1)旅客運輸収入  13,212   13,391   

(2)運輸雑収  1,090 14,303 67.7 1,090 14,481 68.7

２　営業費        

(1)運送営業費  8,796   8,965   

(2)一般管理費  769   876   

(3)諸税  587   576   

(4)減価償却費  1,439 11,592 54.9 1,666 12,083 57.3

鉄道事業営業利益   2,710 12.8  2,397 11.4

Ⅱ　自動車事業営業利益        

１　営業収益        

(1)旅客運送収入  3,032   2,860   

(2)運送雑収  127 3,159 14.9 128 2,988 14.2

２　営業費        

(1)運送営業費  2,506   2,452   

(2)一般管理費  185   200   

(3)諸税  51   47   

(4)減価償却費  277 3,021 14.3 325 3,026 14.4

自動車事業営業損失   － －  37 0.2

自動車事業営業利益   138 0.6  － －

Ⅲ　付帯事業営業利益        

１　営業収益        

(1)索道事業収入  33   38   

(2)遊園事業収入  58   62   

(3)土地建物販売収入  1,336   1,178   

(4)賃貸収入  2,250 3,678 17.4 2,319 3,598 17.1

２　営業費        

(1)土地建物売上原価  1,168   1,058   

(2)販売費及び一般管理費  586   616   

(3)諸税  309   325   
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平成18年度（第118期）
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

(4)減価償却費  520 2,586 12.2 551 2,551 12.1

付帯事業営業利益   1,091 5.2  1,046 5.0

全事業営業収益   21,141 100.0  21,068 100.0

全事業営業費   17,200 81.4  17,661 83.8

全事業営業利益   3,940 18.6  3,407 16.2

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  8   11   

２　受取配当金  15   30   

３　関係会社受取配当金  16   15   

４　関係会社退職金負担額受

入
 35   29   

５　バス補助金  25   60   

６　物品売却益  29   －   

７　雑収入  49 179 0.9 51 198 0.9

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  600   482   

２　社債利息  21   112   

３　社債発行費  37   －   

４　預り建設協力金利息  －   76   

５　雑支出  122 782 3.7 23 695 3.3

経常利益   3,338 15.8  2,910 13.8

Ⅵ　特別利益        

１　工事負担金等受入額  101   146   

２　投資有価証券売却益  516   －   

３　鉄道事業土地売却益  2   －   

４　収用等特別勘定取崩益  278   260   

５　付帯事業土地売却益  － 899 4.2 0 408 1.9

Ⅶ　特別損失        

１　工事負担金等圧縮額  101   146   

２　販売用不動産評価損  1,459   77   

３　収用等代替資産圧縮損  278   260   

４　貸倒引当金繰入額  －   649   

５　減損損失 (注1) －   35   
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平成18年度（第118期）
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

６　乗車券使用引当金繰入額  － 1,839 8.7 35 1,205 5.7

税引前当期純利益   2,398 11.3  2,112 10.0

法人税、住民税及び事業

税
 1,496   702   

法人税等調整額  45 1,541 7.2 459 1,161 5.5

当期純利益   857 4.1  951 4.5
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営業費明細表

  
平成18年度（第118期）
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　鉄道事業営業費 ※１       

１　運送営業費        

人件費  4,687   4,760   

経費  4,109 8,796  4,205 8,965  

２　一般管理費        

人件費  456   439   

経費  312 769  436 876  

３　諸税   587   576  

４　減価償却費   1,439   1,666  

鉄道事業営業費合計    11,592   12,083

Ⅱ　自動車事業営業費 ※２       

１　運送営業費        

人件費  1,683   1,665   

経費  823 2,506  787 2,452  

２　一般管理費        

人件費  125   115   

経費  59 185  84 200  

３　諸税   51   47  

４　減価償却費   277   325  

自動車事業営業費合計    3,021   3,026

Ⅲ　付帯事業営業費 ※３       

１　土地建物売上原価   1,168   1,058  

２　販売費及び一般管理

費
       

人件費  101   102   

経費  485 586  514 616  

３　諸税   309   325  

４　減価償却費   520   551  

付帯事業営業費合計    2,586   2,551

全事業営業費合計    17,200   17,661

        

（注）事業別営業費合計の100分の５を超える主な費用並びに営業費（全事業）に含まれている引当金繰入額等は、次

　　　のとおりである。

 
（第118期） （第119期）

(1)※１　鉄道事業営業費 運送営業費     百万円 運送営業費     百万円
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（第118期） （第119期）

 給与 3,960 給与 3,946

 修繕費 1,073 修繕費 1,118

 鉄道線路使用料 822 鉄道線路使用料 822

 動力費 726 動力費 747

 福利厚生費 647 福利厚生費 637

  　   　  

(2)※２　自動車事業営業費 運送営業費  運送営業費  

 給与 1,429 給与 1,405

 燃料油脂費 234 燃料油脂費 246

 福利厚生費 217 福利厚生費 210

 修繕費 175 修繕費 166

(3)※３　付帯事業営業費 販売費及び一般管理費  販売費及び一般管理費  

 業務委託料 144 業務委託料 171

 　  　  

 　  　  

(4)営業費（全事業）に含まれ
ている引当金繰入額等

 役員賞与引当金繰入額
　
 退職給付費用

23
 

119

 役員賞与引当金繰入額
　
 退職給付費用

 乗車券使用引当金繰入　

 額

25
 

235

　　 15
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余
金合計圧縮積立

金
別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

10,090 2,522 4,328 6,850 590 50 2,561 3,202 △57 20,086

事業年度中の変動額           

剰余金の配当（注）       △222 △222  △222

剰余金の配当       △222 △222  △222

役員賞与（注）       △23 △23  △23

当期純利益       857 857  857

圧縮積立金取崩額     △40  40 －  －

自己株式の取得         △16 △16

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

          

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － △40 － 429 388 △16 372

平成19年３月31日　残高
（百万円）

10,090 2,522 4,328 6,850 550 50 2,990 3,590 △73 20,458

 

評価・換算差額等

純資産合
計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

1,389 1,389 21,475

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △222

剰余金の配当　   △222

役員賞与（注）   △23

当期純利益   857

圧縮積立金取崩額   －

自己株式の取得   △16

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△132 △132 △132

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△132 △132 239

平成19年３月31日残高
（百万円）

1,256 1,256 21,714

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。

当事業年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余
金合計圧縮積立

金
別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

10,090 2,522 4,328 6,850 550 50 2,990 3,590 △73 20,458

事業年度中の変動額           

剰余金の配当       △556 △556  △556
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余
金合計圧縮積立

金
別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期純利益       951 951  951

圧縮積立金取崩額     △18  18 －  －

自己株式の取得         △20 △20

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

          

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － △18 － 414 395 △20 375

平成20年３月31日　残高
（百万円）

10,090 2,522 4,328 6,850 531 50 3,404 3,986 △94 20,833

 

評価・換算差額等

純資産合
計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,256 1,256 21,714

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △556

当期純利益   951

圧縮積立金取崩額   －

自己株式の取得   △20

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△576 △576 △576

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△576 △576 △201

平成20年３月31日残高
（百万円）

680 680 21,513
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重要な会計方針

項目
第118期

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

第119期
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)子会社株式

移動平均法に基づく原価法

(1)子会社株式

同左

 (2)その他有価証券

①　時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定している）

(2)その他有価証券

　

同左

 ②　時価のないもの

　移動平均法に基づく原価法

　

　

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1)貯蔵品

移動平均法に基づく原価法

(1)貯蔵品

同左

 (2)分譲用土地建物

個別法に基づく原価法

(2)分譲用土地建物

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

鉄道事業取替資産　　　取替法

その他の有形固定資産　定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり　

である。

建物及び構築物　　３～60年

車両及び機械装置　３～20年

(1)有形固定資産

鉄道事業取替資産　　　取替法

その他の有形固定資産　定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

　　 建物及び構築物　　３～60年

車両及び機械装置　３～20年

　

　（会計方針の変更）

  当事業年度より、法人税法の改正（(所

得税法等の一部を改正する法律　平成19年

3月30日法律第6号）及び（法人税法施行

令の一部を改正する政令　平成19年3月30

日政令第83号))に伴い、平成19年4月1日以

降に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更している。

  これによる損益への影響は軽微である。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年3月31日

以前に取得した資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の5％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上してい

る。 

　これにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益がそれぞれ294百万円減

少している。 
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項目
第118期

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

第119期
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

 (2)無形固定資産　　　　　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっている。

(2)無形固定資産

同左

 (3)長期前払費用

均等額償却

(3)長期前払費用

同左

４　繰延資産の処理方法 社債発行費

　支出時に全額費用として処理している。

　    　　　──────

　

５　引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額

を計上している。

　なお、会計基準変更時差異（9,072百万

円）については、退職給付信託設定に伴

う会計基準変更時差異償却額（7,231百

万円）を除いて15年による均等額を費

用処理している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12～13年）による定額法により費用

処理している。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（11～14年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。

(2)退職給付引当金

　　　　　　　同左
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項目
第118期

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

第119期
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

 ――――――

　　

　

　

(3)乗車券使用引当金

　負債計上中止後に回収された場合に発

生する損失に備えるため、過去の実績に

基づく将来の回収見込額を引当金とし

て計上している。

　（会計方針の変更）

　当事業年度より、「租税特別措置法上

の準備金及び特別法上の引当金又は準

備金並びに役員退職慰労引当金等に関

する監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会　監査・保証実務委員会報告第42

号　平成19年4月13日)が公表されたこと

を受け本報告を適用し、乗車券が負債計

上中止後に使用された場合に発生する

損失に備えるため、過去の実績に基づく

将来の使用見込額を計上している。

　これにより、期首時点で計上すべき引

当金繰入額35百万円を特別損失として

計上している。

　なお、従来の方法に比べ、営業利益及び

経常利益は9百万円、税引前当期純利益

は44百万円それぞれ減少している。
 　(3)役員賞与引当金 

　役員賞与の支給に備えて、当事業年度

における支給見込額に基づき計上して

いる。 

　 (会計方針の変更)

　当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号　平成

17年11月29日）を適用している。

　これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ23百万円減

少している。

(4)役員賞与引当金 

　役員賞与の支給に備えて、当事業年度

における支給見込額に基づき計上して

いる。 

  

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。

同左
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項目
第118期

（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

第119期
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

７　ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしているため、特例処理に

よっている。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとお

りである。

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金利息

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3)ヘッジ方針

　金利変動リスクをヘッジするため、変

動金利を固定金利に変換した金利ス

ワップ取引を利用して、将来の金利上昇

がキャッシュ・フローに及ぼす影響を

限定している。

(3)ヘッジ方針

同左

 (4)ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理に該当するも

のであるため、有効性の評価を省略して

いる。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1)工事負担金等の会計処理

　当社は、鉄道事業において、国および地

方公共団体等より工事費の一部として

工事負担金等を受けている。これらの工

事負担金等は、工事完成時に当該工事負

担金等相当額により取得した固定資産

の取得原価から直接減額して計上して

いる。なお、損益計算書においては、工事

負担金等受入額として特別利益に計上

するとともに、固定資産の取得原価から

直接減額した額を工事負担金等圧縮額

として特別損失に計上している。

(1)工事負担金等の会計処理

同左

 (2)消費税の会計処理

　消費税の会計処理は税抜方式によって

いる。

(2)消費税の会計処理

同左

会計処理方法の変更

第118期
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

第119期
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12

月9日）を適用している。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、21,714百万

円である。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につい

ては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規

則により作成している。 

 　　　　　　　   ――――――――
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表示方法の変更

第118期
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

第119期
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

 （貸借対照表）

１　前事業年度において区分掲記していた流動負債の

　「確定拠出年金移行時未払金」（当事業年度553百万

　円）は、負債及び純資産の合計額の100分の1以下とな

　ったため、当事業年度より、流動負債の「未払金」に

　含めて表示することとした。

 

 （損益計算書）

１　前事業年度において営業外収益の「雑収入」に含め

　て表示していた「物品売却益」は、営業外収益の総額

　の100分の10を超えたため区分掲記することとした。な

　お、前事業年度の「物品売却益」の金額は11百万円で

　ある。

（貸借対照表）

１　前事業年度において流動負債の「未払金」に含めて

　表示していた「確定拠出年金移行時未払金」は、負債

　及び純資産の合計額の100分の1を超えたため区分掲記

　することとした。なお、前事業年度の「確定拠出年金

　移行時未払金」の金額は553百万円である。

 

（損益計算書）

１　前事業年度において区分掲記していた営業外収益の

　「物品売却益」（当事業年度15百万円）は、営業外収

　益の総額の100分の10以下となったため、当事業年度よ

　り「雑収入」に含めて表示することとした。

２　前事業年度において営業外費用の「雑支出」に含め

　て表示していた「預り建設協力金利息」は、営業外費　

　用の総額の100分の10を超えたため区分掲記することと

　した。なお、前事業年度の「預り建設協力金利息」の

　金額は74百万円である。
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注記事項

（貸借対照表関係）

平成18年度（第118期）
（平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成20年３月31日）

（注１）担保資産 （注１）担保資産

(イ)鉄道事業固定資産（財団組

成）

    26,993百万円

 

債務内訳  

長期借入金 8,792百万円

(ロ)自動車事業固定資産（財団

組成）
 1,291百万円

債務内訳  

長期借入金     30百万円

(ハ) 付帯事業固定資産     6,857百万円

債務内訳  

預り保証金及び敷金       4,724百万円

(イ)鉄道事業固定資産（財団組

成）

     26,299百万円

 

債務内訳  

長期借入金      8,294百万円

　　　　　　　　　―――――      

　  

 

　

　

(ロ) 付帯事業固定資産        6,597百万円

債務内訳  

預り保証金及び敷金        4,724百万円

　なお、(イ)の長期借入金残高には一年内返済予定

分を含んでいる。

　なお、(イ)の長期借入金残高には一年内返済予定

分を含んでいる。

（注２）圧縮記帳額 （注２）圧縮記帳額

(イ) 工事負担金等圧縮累計額  

鉄道事業固定資産 27,318百万円

（うち当期圧縮額 101百万円）

(ロ) 収用等代替資産圧縮額  

当期圧縮額 278百万円

(イ) 工事負担金等圧縮累計額  

鉄道事業固定資産       27,465百万円

（うち当期圧縮額    146百万円）

(ロ) 収用等代替資産圧縮額  

当期圧縮額    260百万円

３　偶発債務

　下記会社の金融機関借入金に対する債務保証を

行っている。

３　偶発債務

　下記会社の金融機関等借入金に対する債務保証

を行っている。

㈱山陽百貨店 8,335百万円 ㈱山陽百貨店      7,105百万円
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　　　（損益計算書関係）

平成18年度（第118期）
（平成18年４月１日～
　平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成19年４月１日～
　平成20年３月31日）

―――――― （注１）減損損失

 　当社は、管理会計上の区分、投資の意思決定を基礎

として継続的に収支の把握がなされている単位でグ

ルーピングを実施している。　　　

　賃貸商業ビルについては、収益性の低下により以下

の資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(35百万円)として特別損失

に計上している。

 
主な用途 種類 場所

減損損失

（百万円）

賃貸商業

ビル１棟

土地及び

建物等
　　姫路市 35

　 　内訳は、賃貸商業ビル35百万円（内、建物10百万円、

構築物1百万円、土地23百万円）である。

　なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、主として売却見込額から

処分費用見込額を控除して算定している。
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（株主資本等変動計算書関係）

平成18年度（第118期）（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 232 49 － 282

合計 232 49 － 282

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加49千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

平成19年度（第119期）（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 282 61 － 343

合計 282 61 － 343

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加61千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。
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（リース取引関係）

平成18年度（第118期）
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

――――――

１　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

　

支払リース料  9百万円

減価償却費相当額 9

　  

　  

２　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

　

　　　　　　

 　（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はない。 

 　

　

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

区分

平成18年度（第118期）
（平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成20年３月31日）

貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社株式 212 859 646 212 888 676
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
平成18年度（第118期）
（平成19年３月31日）  

平成19年度（第119期）
（平成20年３月31日）

（繰延税金資産）

貸倒引当金損金算入限度超過額

投資有価証券評価損

関係会社株式評価損

退職給付引当金超過額

減損損失

販売用不動産評価損

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

 

（繰延税金負債）

前払年金費用

退職給付信託設定益

固定資産圧縮積立金

その他有価証券評価差額金

その他

繰延税金負債合計

 

繰延税金資産（負債（△））の純額

　 　

33百万円

398 

35 

3,641 

274 

806 

488 

5,677 

△1,272 

4,404 

  

　 　

△448 

△2,455 

△376 

△692 

△201 

△4,174 

  

230 

 　 　

296百万円

398 

35 

2,701 

271 

838 

502 

5,043 

△1,568 

3,475 

  

　 　

△498 

△2,455 

△363 

△301 

△170 

△3,789 

  

△313 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
平成18年度（第118期）
（平成19年３月31日）  

平成19年度（第119期）
（平成20年３月31日）

法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない

項目

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目

住民税均等割等

評価性引当額

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

40.6％
  

0.5 

△0.8 

0.8 

23.9 

△0.8 

64.2 

 40.6％
  

0.6 

△1.1 

0.9 

14.0 

△0.1 

54.9 
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（１株当たり情報）

平成18年度（第118期）
（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 194円98銭

１株当たり当期純利益  7円70銭

１株当たり純資産額 193円28銭

１株当たり当期純利益  8円55銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため、記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため、記載していない。

　（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
平成18年度（第118期）
（平成18年４月１日～
平成19年３月31日）

平成19年度（第119期）
（平成19年４月１日～
平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 857 951

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 857 951

普通株式の期中平均株式数（千株） 111,399 111,337

（重要な後発事象）

　該当事項なし。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他

有価証

券

株式会社三井住友フィナンシャルグ

ループ
1,229 806

阪急阪神ホールディングス株式会社 1,253,826 540

株式会社みなと銀行 561,437 115

神姫バス株式会社 174,000 114

株式会社みずほフィナンシャルグルー

プ第十一回十一種優先株式
100 100

西大阪高速鉄道株式会社 1,600 80

モロゾフ株式会社 199,000 61

多木化学株式会社 111,000 56

神戸高速鉄道株式会社 48,810 51

富士急行株式会社 101,000 40

その他30銘柄 540,993 179

計 2,992,995 2,146

　【債券】

　　該当事項なし。

　【その他】

銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券

その他

有価証

券

公社債投資信託の受益証券 10,715,640 10

計 10,715,640 10
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期
末残高
（百万円）

有形固定資産        

土地 11,570 209 23 11,755 － － 11,755
　   (23)     

建物 21,210 775 346 21,639 9,262 703 12,376
　   (10)     

構築物 34,762 289 200 34,850 19,064 593 15,786
　   (1)     

車両 21,081 471 160 21,392 18,294 733 3,098

搬器 43 － － 43 10 3 33

機械装置 6,220 81 31 6,270 4,758 271 1,511

工具器具備品 3,344 235 191 3,388 2,666 172 722

建設仮勘定 8,150 3,111 1,808 9,453 － － 9,453

有形固定資産計 106,382 5,174 2,762 108,794 54,057 2,478 54,737
　   (35)     

無形固定資産        

電話加入権 － － － 9 － － 9

専用施設等利用権 － － － 116 25 7 90

借地権 － － － 2 － － 2

ソフトウェア － － － 145 75 15 70

商標権 － － － 2 0 0 2

無形固定資産計 － － － 276 101 23 175

長期前払費用 8,681 124 84 8,721 176 41 8,545

繰延資産        

─ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１　「当期増加額」のうち主なものは次のとおりである。

建設仮勘定　　　　姫路駅付近線路移設等工事　　　　　　　　　　　　1,087百万円

２　「当期減少額」のうち工事負担金等の圧縮記帳処理によるものは次のとおりである。

建物　　　　　　　姫路駅高架下商店街改築工事　　　 　　　　　　　　 260百万円

　　　　　　　　　西二見駅前広場シェルター設置工事         　　　　  55百万円

 構築物　　　　　　白浜西踏切道拡幅工事　　　　　　　　　　 　　　　　41百万円

 　　　　　　　　　林崎学校道踏切道拡幅工事　　　　　　　　           39百万円

 　　　　　　　　　　　　　　　　 新日鉄西門踏切道整備工事　　　　　　　　　　　　　  9百万円

                工具器具備品　　　西二見駅前広場シェルター設置工事　　　　　　　　　　0百万円

３　無形固定資産の金額が、資産の総額の100分の１以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び

　「当期減少額」の記載を省略した。

　４　「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額である。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 81 649 － 0 730

役員賞与引当金 23 25 23 － 25

乗車券使用引当金　 － 50 5 － 44

　（注）貸倒引当金の当期減少額その他の欄は一般債権の貸倒実績率による洗替額である。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　当事業年度末（平成20年３月31日）における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。

(ア)現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 31

預金の種類  

当座預金 16

普通預金 1,461

定期預金 300

小計 1,778

計 1,809

(イ)未収運賃

区分 金額（百万円）

鉄道事業（注）  

神戸高速鉄道株式会社 907

株式会社山陽フレンズ 255

阪神電気鉄道株式会社 143

株式会社スルッとＫＡＮＳＡＩ 140

西日本旅客鉄道株式会社ほか 199

小計 1,646

自動車事業  

　　神戸市 304　

株式会社山陽フレンズほか 66

 小計 370

計 2,016

　（注）　（回収滞留状況）

連絡運賃精算規定等に基づき、２カ月以内に全額回収している。

(ウ)未収金

区分 金額（百万円）

受託工事 74

土地物件売却代 65

バス補助金ほか 117

計 258

(エ)分譲用土地建物

区分 金額（百万円） 面積（㎡）

神戸地区 2,963 面積 345,068

明石地区 1,158 〃 28,033

高砂地区 733 〃 55,647

EDINET提出書類

山陽電気鉄道株式会社(E04125)

有価証券報告書

 98/109



区分 金額（百万円） 面積（㎡）

姫路地区 840 〃 90,323

大阪地区 877 〃 4,450

計 6,573 計 523,521

(オ)貯蔵品

区分 金額（百万円）

車両用品 90

土木用品ほか 121

計 212
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(カ)未払金

区分 金額（百万円）

鹿島・鉄建・奥村・ハンシン・新井共同企業体 770

鹿島建設株式会社 534

広成建設株式会社 253

山陽建設株式会社 197

戸田・鉄建・ハンシン共同企業体 154

川重車輌テクノ株式会社ほか 1,294

計 3,205

(キ)社債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,000百万円

 内訳は、１　連結財務諸表等　(1)　連結財務諸表　⑤　連結附属明細表　社債明細表に記載している。

　

 (ク)長期借入金

区分 金額（百万円）

日本政策投資銀行 7,302

株式会社三井住友銀行 1,921

株式会社みずほコーポレート銀行 1,846

兵庫県信用農業協同組合連合会 1,056

株式会社みなと銀行 1,024

住友信託銀行株式会社ほか 3,508

計 16,659

(ケ)受入工事負担金

区分 金額（百万円）

姫路駅付近線路移設等工事 7,685

明石市内連続立体化工事 1,803

ロングレール化工事ほか 275

計 9,764

(コ)預り保証金及び敷金

区分 金額（百万円）

株式会社イトーヨーカ堂 4,417

株式会社ライフコーポレーション 368

明石高架下店舗ほか 1,823

計 6,610
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（３）【その他】

　該当事項はない。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、１株券及び100株

未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換  

取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号

株式会社だいこう証券ビジネス　本社証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号

株式会社だいこう証券ビジネス

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス　全国各支社

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき50円ほかに印紙税相当額

株券喪失登録に伴う手数料
１．喪失登録　　　　　１件につき　8,400円

２．喪失登録株券　　　１枚につき　　600円

単元未満株式の買取  

取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号

株式会社だいこう証券ビジネス　本社証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号

株式会社だいこう証券ビジネス

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス　全国各支社

買取手数料 無料

公告掲載方法　 神戸市において発行する神戸新聞　

株主に対する特典

株主優待券を下記要領にて発行する。

発行方法　毎年３月31日及び９月30日最終の株主名簿に記載された株主の

所有株式数に応じて次表のとおり電車全線（西代駅以西に限

る）、乗合バス（明石コミュニティバス路線・高速バス線を除

く）及びグループ施設の株主優待券を発行する。

所有株式数
電車乗車券
（枚）

電車・乗合バ
ス共通乗車証
（枚）

グループ施設
株主優待券
（冊）

1,000株以上 3,000株未満 ４ － １

3,000株以上 5,000株未満 ８ － １

5,000株以上 10,000株未満 12 － １

10,000株以上 15,000株未満 24 － １

15,000株以上 20,000株未満 48 － １

20,000株以上 23,000株未満 60 － １

23,000株以上 200,000株未満 ４ １ １

200,000株以上 500,000株未満 ４ ２ １

500,000株以上 1,000,000株未満 ４ ３ １

1,000,000株以上 ４ ５ １

有効期間　毎年６月１日・12月１日からそれぞれ６か月間とする。
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  （注1）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２号各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

　　　　 定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

　　　　 る権利以外の権利を有していない。

 

　（注2）平成20年６月27日開催の第119期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、公告掲載方法が次のとおり

         となった。

　　　　   　公告掲載方法　

電子公告とする。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場

合は、神戸市において発行する神戸新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.sanyo-railway.co.jp/koukoku.html
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第118期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

　　事業年度（第118期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年10月31日関東財務局長に提出

 

(3）半期報告書

（第119期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月20日関東財務局長に提出　 

　

(4) 臨時報告書

 　平成19年４月27日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与え

る事象）に基づく臨時報告書である。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はない。
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独立監査人の監査報告書

   

  平成19年６月28日

山陽電気鉄道株式会社   

 　取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 清水　万里夫　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 荒井　憲一郎　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩﨑　和文　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

山陽電気鉄道株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、山陽電気

鉄道株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管している。
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独立監査人の監査報告書

   

  平成20年６月27日

山陽電気鉄道株式会社   

 　取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 清水　万里夫　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 荒井　憲一郎　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩﨑　和文　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

山陽電気鉄道株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、山陽電気

鉄道株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、負債計上を

中止した項目に係る引当金として商品券等使用引当金を計上している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管している。

EDINET提出書類

山陽電気鉄道株式会社(E04125)

有価証券報告書

107/109



独立監査人の監査報告書

   

  平成19年６月28日

山陽電気鉄道株式会社   

 　取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 清水　万里夫　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 荒井　憲一郎　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩﨑　和文　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

山陽電気鉄道株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第118期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、山陽電気鉄

道株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管している。
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独立監査人の監査報告書

   

  平成20年６月27日

山陽電気鉄道株式会社   

 　取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 清水　万里夫　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 荒井　憲一郎　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩﨑　和文　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

山陽電気鉄道株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第119期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、山陽電気鉄

道株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管している。
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